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(57)【要約】
　本開示は、干渉デバイスの可動電極上の電荷を作動、
帯電及び較正するためのシステム、方法、及びデバイス
を提供する。干渉デバイスは、第一の電極（１００２）
と、ギャップによって第一の電極から離隔された第二の
電極（１０１０）と、相補電極と、少なくとも一つの電
気コンタクト（２１３２）と、第一の電極と第二の電極
との間に配置された可動性の第三の電極（１００６）と
を含む。一実施形態では、ＥＭＳデバイスの可動電極上
の電荷を較正する方法は、相補電極を第一の電極に電気
的に接続して、複合電極を形成するステップと、複合電
極及び第二の電極にわたって較正電圧を印加して、ギャ
ップ内に均一な電場を生成するステップとを含む。電場
の下で、第三の電極は、少なくとも一つの電気コンタク
トに接触するまで、第一の電極に向けて移動する。電気
的に接触すると、第三の電極が第二の位置にある際に、
第三の電極上の電荷を変更及び較正できる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスプレイ内のアナログ干渉変調器を較正する方法であって、
　第一の電極及び第二の電極にわたって較正電圧を印加して、前記第一の電極と前記第二
の電極との間のギャップ内に電場を生成して、前記ギャップ内に位置して且つ機械的復元
力を受けている第三の電極を前記第一の電極に向けて電気的に絶縁された第一の位置から
電気的に接続された第二の位置に移動させるステップと、
　前記第一の電極に電気的に接続された一つ以上の導電性ポストに前記第三の電極を電気
的に接続して、前記第三の電極が前記第二の位置にある際に、前記第三の電極の機械的復
元力が前記第三の電極の電場力を超えるまで、前記第三の電極上の電荷を変更して、前記
第三の電極を、前記第二の位置よりも前記第一の電極から離れていて且つ電気的に絶縁さ
れた第三の位置に移動させるステップとを備えた方法。
【請求項２】
　前記第一の電極が上部電極と、前記上部電極に対して横方向に整列された相補電極とを
含み、前記方法が、前記相補電極を前記上部電極に電気的に接続して、複合電極を形成す
るステップを更に含み、前記較正電圧を印加することが、前記複合電極及び前記第二の電
極にわたって較正電圧を印加することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記相補電極を前記上部電極に電気的に接続することが、一つ以上のスイッチを閉じて
前記相補電極を前記上部電極に接続することを含む、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記複合電極及び前記第二の電極が実質的に同じ表面積を有し、前記複合電極と前記第
二の電極との間に生成される電場が均一である、請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　前記相補電極が、前記上部電極に電気的に接続される前に、接地されている、請求項２
に記載の方法。
【請求項６】
　前記電荷を変更することが、前記第三の電極が前記第二の位置にある際に、一つ以上の
導電性ポストを介して前記第三の電極上の電荷を散逸させることを含む、請求項２に記載
の方法。
【請求項７】
　前記ディスプレイ内のアナログ干渉変調器のアレイ内に配置された複数のアナログ干渉
変調器を較正するステップを更に備えた請求項２に記載の方法。
【請求項８】
　前記アレイ内の複数のアナログ干渉変調器にわたって散逸電圧を印加して、前記アレイ
内の複数のアナログ干渉変調器の各々の第三の電極から電荷を散逸させて、前記第三の電
極を電荷中性にするステップを更に備えた請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記上部電極から前記相補電極を電気的に絶縁するステップと、前記複数のアナログ干
渉変調器の各々において前記相補電極を接地するステップと、前記複数のアナログ干渉変
調器の各々の上部電極及び第二の電極にわたって帯電作動電圧を印加するステップとを更
に備えた請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第三の電極上の電荷を変更することが、前記第三の電極が前記第二の位置にある際
に、前記一つ以上の導電性ポストを介して前記第三の電極上の電荷を散逸させることを含
み、前記一つ以上の導電性ポストが、前記一つ以上の導電性ポストを流れる電流を減少さ
せるように構成された抵抗素子を介して前記第一の電極に電気的に接続される、請求項１
に記載の方法。
【請求項１１】
　前記第二の電極が前記第一の電極よりも大きい表面積を有し、前記第一の電極と前記第
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二の電極との間に生成される電場が不均一である、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記ディスプレイ内のアナログ干渉変調器のアレイ内に配置された複数のアナログ干渉
変調器を較正するステップを更に備えた請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記アレイ内の複数のアナログ干渉変調器にわたって散逸電圧を印加して、前記アレイ
内の複数のアナログ干渉変調器の各々の第三の電極から電荷を散逸させて、前記第三の電
極を電荷中性にするステップを更に備えた請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記複数のアナログ干渉変調器の各々の第一の電極及び第二の電極にわたって帯電作動
電圧を印加して、前記第一の電極と前記第二の電極との間のギャップ内に不均一な電場を
生成するステップを更に備え、前記較正電圧が前記帯電作動電圧よりも小さい、請求項１
２に記載の方法。
【請求項１５】
　光を変調するためのデバイスであって、
　前記デバイスがディスプレイ素子を備え、前記ディスプレイ素子が、
　　第一の電極と、
　　ギャップによって前記第一の電極から離隔された第二の電極と、
　　前記第一の電極に対して横方向に整列された相補電極と、
　　前記相補電極に配置された少なくとも一つの電気コンタクトと、
　　前記第一の電極と前記第二の電極との間に配置された可動性の第三の電極とを備え、
　前記第一の電極及び前記第二の電極が、作動プロセス中に前記第一の電極及び前記第二
の電極にわたって作動電圧が印加された際に、前記第一の電極と前記第二の電極との間に
不均一な電場を生成するように構成されていて、
　前記相補電極が、前記作動プロセス中に前記第一の電極から電気的に絶縁され、較正プ
ロセス中に前記第一の電極に電気的に接続されて複合電極を形成するように構成されてい
て、前記複合電極及び前記第二の電極が、前記較正プロセス中に前記複合電極及び前記第
二の電極にわたって較正電圧が印加された際に、前記複合電極と前記第二の電極との間に
均一な電場を生成するように構成されていて、
　前記第三の電極が、電気的に絶縁された第一の位置と、前記少なくとも一つの電気コン
タクトと電気的に導通した第二の位置と、電気的に絶縁された第三の位置との間で前記ギ
ャップ内を移動するように構成されていて、
　前記電気コンタクトが、前記第三の電極が前記第二の位置にある際に前記第三の電極上
の電荷を変更するように構成されていて、前記第三の電極が、前記第三の電極上の電荷が
変更された後に前記第三の位置に移動するように構成されている、デバイス。
【請求項１６】
　前記少なくとも一つの電気コンタクトが、前記相補電極に電気的に接続された一つ以上
の導電性ポストを含む、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項１７】
　前記第三の電極が、前記作動プロセス中に前記不均一な電場に応答して前記第二の位置
に移動するように構成されている、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項１８】
　前記第三の電極が、前記較正プロセス中に前記均一な電場に応答して前記第二の位置に
移動するように構成されている、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項１９】
　前記第三の電極が、前記作動プロセス中に前記第一の位置から前記第二の位置に移動し
、前記第二の位置から前記第三の位置に移動するように構成されている、請求項１５に記
載のデバイス。
【請求項２０】
　前記第三の電極が、前記較正プロセス中に前記第三の位置から前記第二の位置に移動し
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、前記第二の位置から前記第三の位置に移動するように構成されている、請求項１５に記
載のデバイス。
【請求項２１】
　前記第三の電極が、前記第三の電極が前記第一の位置にある際に、正味中性の電荷を有
するように構成されている、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項２２】
　前記作動プロセス中に前記相補電極が前記第一の電極から電気的に絶縁される際に、前
記相補電極が接地され、前記相補電極が、前記較正プロセス中にスイッチを介して前記第
一の電極に電気的に接続される、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項２３】
　複数のディスプレイ画素を含むディスプレイと、
　前記ディスプレイと通信して画像データを処理するように構成されたプロセッサと、
　前記プロセッサと通信するように構成されたメモリデバイスとを更に備えた請求項１５
に記載のデバイス。
【請求項２４】
　前記ディスプレイに少なくとも一つの信号を送信するように構成されたドライバ回路を
更に備えた請求項２３に記載のデバイス。
【請求項２５】
　前記画像データの少なくとも一部を前記ドライバ回路に送信するように構成されたコン
トローラを更に備えた請求項２４に記載のデバイス。
【請求項２６】
　前記コントローラが、前記較正プロセス中に前記複合電極及び前記第二の電極にわたっ
て前記較正電圧を印加するように構成されている、請求項２５に記載のデバイス。
【請求項２７】
　前記画像データを前記プロセッサに送信するように構成された画像ソースモジュールを
更に備えた請求項２３に記載のデバイス。
【請求項２８】
　前記画像ソースモジュールが、受信機、送受信機及び送信機のうち少なくとも一つを含
む、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項２９】
　入力データを受信して前記入力データを前記プロセッサに送信するように構成された入
力デバイスを更に備えた請求項２３に記載のデバイス。
【請求項３０】
　光を変調するためのデバイスであって、
　前記デバイスがディスプレイ素子を備え、前記ディスプレイ素子が、
　　不均一な電場を生成するための手段と、
　　均一な電場を生成するための手段と、
　　ギャップを形成する第一の電極と第二の電極との間に配置された可動電極であって、
電気的に絶縁された第一の位置と、第二の位置と、電気的に絶縁された第三の位置との間
で前記ギャップ内を移動するように構成された可動電極と、
　　前記可動電極が前記第二の位置にある際に前記可動電極上の電荷を変更するための手
段とを備えた、デバイス。
【請求項３１】
　前記不均一な電場を生成するための手段が前記第一の電極及び前記第二の電極を含み、
前記第一の電極及び前記第二の電極が異なる表面積を有する、請求項３０に記載のデバイ
ス。
【請求項３２】
　前記均一な電場を生成するための手段が前記第一の電極及び前記第二の電極を含み、前
記第一の電極が相補電極に電気的に接続された上部電極を含み、前記相補電極が前記上部
電極に対して横方向に整列されている、請求項３０に記載のデバイス。
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【請求項３３】
　前記電荷を変更するための手段が少なくとも一つの電気コンタクトを含む、請求項３０
に記載のデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、“ＥＬＥＣＴＲＯＳＴＡＴＩＣ　ＡＣＴＵＡＴＩＯＮ　ＡＮＤ　ＣＡＬＩＢ
ＲＡＴＩＯＮ　ＯＦ　ＣＨＡＲＧＥ　ＮＥＵＴＲＡＬ　ＥＬＥＣＴＲＯＤＥ”との名称で
２０１０年８月１７日に出願されその譲受人に譲受された米国仮出願第６１／３７４５６
９号の優先権を主張する。先行出願の開示は、本開示の一部と見なされて、参照として組
み込まれる。
【０００２】
　本開示は、電気機械システムの電極の作動に関する。
【背景技術】
【０００３】
　電気機械システム（ＥＭＳ，ｅｌｅｃｔｒｏｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｓｙｓｔｅｍ）は
、電気的及び機械的素子、アクチュエータ、トランスデューサ、センサ、光学部品（例え
ばミラー）及び電気機器を有するデバイスを含む。電気機械システムは、多様なスケール
で製造可能であり、マイクロスケールやナノスケールが挙げられるがこれらに限定される
ものではない。例えば、マイクロ電気機械システム（ＭＥＭＳ，ｍｉｃｒｏｅｌｅｃｔｒ
ｏｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｓｙｓｔｅｍ）デバイスは、略１マイクロメートルから数百マ
イクロメートル又はそれ以上に及ぶサイズを有する構造を含み得る。ナノ電気機械システ
ム（ＮＥＭＳ，ｎａｎｏｅｌｅｃｔｒｏｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｓｙｓｔｅｍ）デバイス
は、１マイクロメートル以下のサイズ（例えば、数百ナノメートル以下のサイズ）を有す
る構造を含み得る。電気機械素子は、堆積、エッチング、リソグラフィ、並びに／又は、
基板及び／若しくは堆積物質層の一部をエッチング除去する微細機械加工プロセス、又は
電気的及び電気機械デバイスを形成するために層を追加する微細機械加工プロセスを用い
て形成され得る。
【０００４】
　電気機械システムデバイスの一種は、干渉変調器（ＩＭＯＤ，ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅ
ｔｒｉｃ　ｍｏｄｕｌａｔｏｒ）と称される。本願において、干渉変調器又は干渉光変調
器との用語は、光学干渉原理を用いて光を選択的に吸収及び／又は反射するデバイスのこ
とを称する。一部実施形態において、干渉変調器は、一対の導電性プレートを含み得て、
その一方又は双方が、全体的又は部分的に、透明及び／又は反射性であり得て、適切な電
気信号の印加に対して相対的に動くことができる。一実施形態では、一方のプレートが、
基板上に堆積させた静止層を含み得て、他方のプレートが、空隙によって静止層から離隔
された反射膜を含み得る。他方に対する一方のプレートの位置が、干渉変調器に入射する
光の光学干渉を変化させることができる。干渉変調器デバイスは多様な応用を有し、特に
表示性能を有する製品に対して、既存の製品を改良し、新規製品を開発するのに使用され
ることが想定される。
【０００５】
　一部の干渉変調器は、緩和状態と作動状態という二つの状態を有する双安定性ディスプ
レイ素子を含む。対照的に、アナログ干渉変調器は、或る範囲の色を反射することができ
る。例えば、アナログ干渉変調器の一実施形態では、単一の干渉変調器が、赤色、緑色、
青色、黒色、及び白色を反射することができる。一部実施形態では、アナログ干渉変調器
は所定の波長範囲内のあらゆる色を反射することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第７９９０６０４号明細書
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【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本願のシステム、方法及びデバイスは各々、複数の革新的側面を有するが、それらが単
独で、本明細書で開示される所望の属性に関与するものではない。
【０００８】
　本開示で説明される主題の革新的な一側面は、ディスプレイ素子を含む光を変調するた
めのデバイスにおいて実現可能である。ディスプレイ素子は、第一の電極と、ギャップに
よって第一の電極から離隔された第二の電極とを含む。また、ディスプレイ素子は、第一
の電極と第二の電極との間に配置された可動性の第三の電極と、少なくとも一つの電気コ
ンタクトとを含む。第一の電極及び第二の電極は、電圧が第一の電極及び第二の電極にわ
たり印加されると、可動性の第三の電極が電気的に絶縁されていて電荷中性である際に、
可動性の第三の電極をそれらの間で移動させることができる電場を生成するように構成さ
れる。第三の電極は、電気的に絶縁された第一の位置と、電気的に接続された第二の位置
と、電気的に絶縁された第三の位置との間でギャップ内を移動するように構成される。第
三の電極は、電気的に接続された第二の位置において少なくとも一つの電気コンタクトと
電気的に導通する。電気コンタクトは、第三の電極が電気的に接続された第二の位置にあ
る際に、第三電極上の電荷を変更するように構成される。また、第三の電極は、第三の電
極上の電荷が変更された後に、第三の位置に移動するように構成される。
【０００９】
　他の実施形態は、ディスプレイ素子を含む光を変調するためのデバイスである。本デバ
イスは、不均一な電場を生成するための手段を含む。また、本デバイスは、それらの間に
ギャップを形成している第一の電極と第二の電極との間に配置された可動電極も含み、そ
の可動電極は、電気的に絶縁された第一の位置と、第二の位置と、電気的に絶縁された第
三の位置との間でギャップ内を移動するように構成される。また、本デバイスは、可動電
極が第二の位置にある際に、可動電極上の電荷を変更するための手段を含む。
【００１０】
　更に他の実施形態は、光を変調するためのデバイスを作動させる方法を含む。本方法は
、第一の電極及び第二の電極にわたって帯電作動電圧を印加して、第一の電極と第二の電
極との間のギャップ内に電場を生成して、ギャップ内に位置する電気的に絶縁された電荷
中性の第三の電極を第一の電極に向けて第一の位置から第二の位置に移動させるステップ
を含む。また、本方法は、第三の電極が第二の位置にある際に、第三の電極を電気コンタ
クトに電気的に接続するステップも含む。更に、本方法は、第三の電極が第二の位置にあ
る際に、第三の電極の機械的復元力が第三の電極上の電場の電気力を超えるまで、第三の
電極上の電荷を変更するステップを含む。
【００１１】
　他の実施形態は、ディスプレイ内のアナログ干渉変調器を較正する方法である。本方法
は、第一の電極及び第二の電極にわたって較正電圧を印加して、第一の電極と第二の電極
との間のギャップ内に電場を生成して、ギャップ内に位置する第三の電極を第一の電極に
向けて電気的に絶縁された第一の位置から電気的に接続された第二の位置に移動させるス
テップを含み、第三の電極が機械的復元力を受ける。更に、本方法は、第一の電極に電気
的に接続された一つ以上の導電性ポストに第三の電極を電気的に接続して、第三の電極が
第二の位置にある際に、第三の電極の機械的復元力が第三の電極の電場力を超えて、第三
の電極が電気的に絶縁された第三の位置に移動するまで、第三の電極上の電荷を変更する
ステップを含み、その第三の位置は、第二の位置よりも第一の電極から離れている。一部
実施形態では、第一の電極は、上部電極と、上部電極に対して横方向に整列された相補電
極とを含み、また、本方法は、相補電極を上部電極に電気的に接続して複合電極を形成す
るステップも含む。そして、較正電圧を複合電極及び第二の電極にわたって印加すること
ができる。
【００１２】
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　更に他の実施形態は、ディスプレイ素子を含む光を変調するためのデバイスである。デ
ィスプレイ素子は、第一の電極と、ギャップによって第一の電極から離隔された第二の電
極とを含み、第一の電極及び第二の電極は、作動プロセス中に第一の電極及び第二の電極
にわたって作動電圧が印加される際に、それらの間に不均一な電場を生成するように構成
される。更に、ディスプレイ素子は、第一の電極に対して横方向に整列された相補電極を
含み、その相補電極は、作動プロセス中に第一の電極から電気的に絶縁されていて、較正
プロセス中に第一の電極に電気的に接続されて複合電極を形成するように構成されていて
、複合電極及び第二の電極は、較正プロセス中に較正電圧が複合電極及び第二の電極にわ
たって印加される際に、それらの間に均一な電場を生成するように構成される。また、デ
ィスプレイ素子は、相補電極上に配置された少なくとも一つの電気コンタクトと、第一の
電極と第二の電極との間に配置された可動性の第三の電極も含み、その第三の電極は、電
気的に絶縁された第一の位置と、少なくとも一つの電気コンタクトと電気的に導通した第
二の位置と、電気的に絶縁された第三の位置との間でギャップ内を移動するように構成さ
れる。電気コンタクトは、第三の電極が第二の位置にある際に、第三の電極上の電荷を変
更するように構成され、第三の電極は、第三の電極上の電荷が変更された後に、第三の位
置に移動するように構成される。
【００１３】
　更に他の実施形態は、ディスプレイ素子を含む光を変調するためのデバイスを含む。デ
ィスプレイ素子は、不均一な電場を生成するための手段と、均一な電場を生成するための
手段とを含む。更に、ディスプレイ素子は、それらの間にギャップを形成している第一の
電極と第二の電極との間に配置された可動電極を含み、その可動電極が電気的に絶縁され
た第一の位置と、第二の位置と、電気的に絶縁された第三の位置との間でギャップ内を移
動するように構成される。また、ディスプレイ素子は、可動電極が第二の位置にある際に
、可動電極上の電荷を変更するための手段も含む。一部実施形態では、不均一な電場を生
成するための手段は、第一の電極及び第二の電極を含む。第一の電極と第二の電極は異な
る表面積を有する。一部実施形態では、均一な電場を生成するための手段は、第一の電極
及び第二の電極を含み、第一の電極が、相補電極に電気的に接続された上部電極を含み、
相補電極は上部電極に対して横方向に整列される。
【００１４】
　本明細書で開示される主題の一以上の実施形態の詳細が、添付図面及び以下の説明に与
えられる。他の特徴、側面、及び利点は、明細書、図面及び特許請求の範囲から明らかに
なるものである。図面の相対的寸法は縮尺通りではない点に留意されたい。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】干渉変調器（ＩＭＯＤ）ディスプレイデバイスの一組の画素における二つの隣接
画素を示す等角図の例を示す。
【図２】３×３の干渉変調器ディスプレイを含む電気デバイスを示すシステムブロック図
の例を示す。
【図３】図１の干渉変調器についての可動反射層の位置対印加電圧を示す図の例を示す。
【図４】多様な共通電圧及びセグメント電圧が印加される際の干渉変調器の多様な状態を
示す表の例を示す。
【図５Ａ】図２の３×３の干渉変調器ディスプレイにおけるディスプレイデータのフレー
ムを示す図の例を示す。
【図５Ｂ】図５Ａに示されるディスプレイデータのフレームを書き込むのに使用可能な共
通信号及びセグメント信号に対するタイミング図の例を示す。
【図６Ａ】図１の干渉変調器ディスプレイの部分的断面図の例を示す。
【図６Ｂ】干渉変調器の多様な実施形態の断面図の例を示す。
【図６Ｃ】干渉変調器の多様な実施形態の断面図の例を示す。
【図６Ｄ】干渉変調器の多様な実施形態の断面図の例を示す。
【図６Ｅ】干渉変調器の多様な実施形態の断面図の例を示す。
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【図７】干渉変調器に対する製造プロセスを示す流れ図の例を示す。
【図８Ａ】干渉変調器の製造方法における多様な段階の断面概略図の例を示す。
【図８Ｂ】干渉変調器の製造方法における多様な段階の断面概略図の例を示す。
【図８Ｃ】干渉変調器の製造方法における多様な段階の断面概略図の例を示す。
【図８Ｄ】干渉変調器の製造方法における多様な段階の断面概略図の例を示す。
【図８Ｅ】干渉変調器の製造方法における多様な段階の断面概略図の例を示す。
【図９】アナログ干渉変調器の電荷中性電極を作動及び較正するための一方法を示すフロ
ーチャートの例を示す。
【図１０】三層又は三電極設計を有する干渉変調器の断面図の例を示す。
【図１１Ａ】制御回路を備えた他のアナログ干渉変調器の断面図の例を示す。
【図１１Ｂ】干渉変調器の電極に電荷を印加する電荷ポンプ回路の概略図の例を示す。
【図１２】二つの帯電した電極の間で移動することができる中間電極を含むアナログ干渉
変調器の斜視図の例を示す。
【図１３】図１２に示されるアナログ干渉変調器の等価回路の例を示す。
【図１４】図１２のアナログ干渉変調器の中間電極に作用する正味上向きの電気力が上部
電極と中間電極との間の距離でどのように変化するのかを示すグラフの例を示す。
【図１５Ａ】二つの帯電した電極の間で移動することができる中間電極を含むアナログ干
渉変調器の断面概略図の例を示す。
【図１５Ｂ】複合電極が形成された後の図１５Ａのアナログ干渉変調器の例を示す。
【図１６】図１５Ａに示されるアナログ干渉変調器を等価回路として特徴付ける概略図の
例を示す。
【図１７】図１２及び図１５Ａのアナログ干渉変調器の中間電極に作用する正味上向きの
力の大きさを示すグラフの例を示す。
【図１８】図１５Ａに示される相補電極及び上部電極の平面図の例を示す。
【図１９】他の電極構成の平面図の例を示す。
【図２０】更に他の電極構成の平面図の例を示す。
【図２１】二つの帯電した電極の間で移動することができる中間電極を含む更に他のアナ
ログ干渉変調器の断面図の例を示す。
【図２２】図２１のアナログ干渉変調器の中間電極上に電荷を与えるための一方法を示す
フローチャートの例を示す。
【図２３】第二の位置にある中間電極を示す図２１のアナログ干渉変調器の断面図の例を
示す。
【図２４】二つの帯電した電極の間で移動することができる中間電極を含む更なるアナロ
グ干渉変調器の断面概略図の例を示す。
【図２５】第二の位置にある中間電極を示す図２４のアナログ干渉変調器の断面概略図の
例を示す。
【図２６】較正可能な中間電極を含むアナログ干渉変調器の断面概略図の例を示す。
【図２７】第一の位置にある中間電極を示す図２６のアナログ干渉変調器の断面概略図の
例を示す。
【図２８】中間電極が第二の電極に向けて作動した後の図２６のアナログ干渉変調器の断
面概略図の例を示す。
【図２９】第二の位置にある中間電極を示す図２６のアナログ干渉変調器の断面概略図の
例を示す。
【図３０】第三の位置にある中間電極を示す図２６のアナログ干渉変調器の断面概略図の
例を示す。
【図３１】図２６のアナログ干渉変調器の中間電極上の電荷を較正するための一方法を示
すフローチャートの例を示す。
【図３２】較正プロセス中の第二の位置にある中間電極を示す図２６のアナログ干渉変調
器の断面概略図の例を示す。
【図３３】較正プロセス後の第三の位置にある中間電極を示す図２６のアナログ干渉変調
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器の断面概略図の例を示す。
【図３３Ａ】中間電極を支持するばねの剛性に関係している較正された電荷を備えた中間
電極を有するアナログ干渉変調器の断面概略図の例を示す。
【図３４】較正可能な中間電極を含む更に他のアナログ干渉変調器の断面概略図の例を示
す。
【図３５】第一の位置にある中間電極を示す図３４のアナログ干渉変調器の断面概略図の
例を示す。
【図３６】中間電極が第二の位置に向けて作動した後の図３４のアナログ干渉変調器の断
面概略図の例を示す。
【図３７】第二の位置にある中間電極を示す図３４のアナログ干渉変調器の断面概略図の
例を示す。
【図３８】第三の位置にある中間電極を示す図３４のアナログ干渉変調器の断面概略図の
例を示す。
【図３９】図３４のアナログ干渉変調器の中間電極上の電荷を較正する一方法を示すフロ
ーチャートの例を示す。
【図４０】較正プロセス中に第二の位置にある中間電極を示す図３４のアナログ干渉変調
器の断面概略図の例を示す。
【図４１】較正プロセス後に第三の位置にある中間電極を示す図３４のアナログ干渉変調
器の断面概略図の例を示す。
【図４２Ａ】複数の干渉変調器を含むディスプレイデバイスを示すシステムブロック図の
例を示す。
【図４２Ｂ】複数の干渉変調器を含むディスプレイデバイスを示すシステムブロック図の
例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　多様な図面における同様の参照番号及び符号は、同様の要素を示す。
【００１７】
　以下の詳細な説明は、革新的側面を説明する目的で特定の実施形態に向けられたもので
ある。しかしながら、本明細書の教示は多様な方法において適用可能である。説明される
実施形態は、動的なもの（例えばビデオ）又は静的なもの（例えば静止画）であり且つ文
字、グラフィック又は写真である画像を表示するように構成されたあらゆるデバイスにお
いて実施可能である。特に、実施形態は、多様な電子デバイスにおいて実施され又はこれ
らに付随し得ることが想定され、そのような電子デバイスとして、携帯電話、マルチメデ
ィアインターネット可能携帯電話、携帯テレビ受信機、ワイヤレスデバイス、スマートフ
ォン、ブルートゥース（登録商標）デバイス、ＰＤＡ（ｐｅｒｓｏｎａｌ　ｄａｔａ　ａ
ｓｓｉｓｔａｎｔ）、ワイヤレス電子メール受信機、携帯型コンピュータ、ネットブック
、ノートブック、スマートブック、タブレット、プリンタ、コピー機、スキャナ、ファク
シミリデバイス、ＧＰＳ受信機／ナビゲータ、カメラ、ＭＰ３プレーヤ、カムコーダ、ゲ
ームコンソール、腕時計、置時計、計算機、テレビモニタ、フラットパネルディスプレイ
、電子読書デバイス（例えばｅ‐リーダ）、コンピュータモニタ、オートディスプレイ（
例えばオドメータ等）、コックピット制御部及び／又はディスプレイ、カメラ後方ディス
プレイ（例えば、車両の背面カメラのディスプレイ）、電子写真、電子掲示板又は標識、
プロジェクタ、建造物、電子レンジ、冷蔵庫、ステレオシステム、カセットレコーダ又は
プレーヤ、ＤＶＤプレーヤ、ＣＤプレーヤ、ＶＣＲ、ラジオ、携帯型メモリチップ、洗濯
機、乾燥機、洗濯乾燥機、パーキングメータ、パッケージング（例えば、電気機械システ
ム（ＥＭＳ）応用、ＭＥＭＳ応用及び非ＭＥＭＳ応用）、審美的構造物（例えば、宝石上
の画像表示）、及び多様な電気機械システムデバイスが挙げられるがこれらに限定される
ものではない。また、本明細書の教示は、非ディスプレイ応用においても用いることがで
き、そうした応用として、電子スイッチングデバイス、無線周波数フィルタ、センサ、加
速度計、ジャイロスコープ、動作感知デバイス、磁力計、家庭用電子機器の慣性部品、家
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庭用電子機器の部品、バラクタ、液晶デバイス、電気泳動デバイス、ドライブスキーム、
製造プロエス、電子試験設備が挙げられるがこれらに限定されるものではない。従って、
本教示は、単に図面に示された実施形態に限定されるものではなく、当業者に明示的であ
る多様な適用性を有するものである。
【００１８】
　アナログ干渉変調器の可動電極を作動、帯電、及び較正する方法及びデバイスが本明細
書で説明される。例えば、二つの帯電した電極間のギャップ内に配置された電荷中性の電
気的に絶縁された電極（“中間電極”）を作動させて、電荷中性電極を作動させて帯電し
た電極のうち一方に向けて移動させる多様な方法及びデバイスが提供される。一実施形態
では、電圧Ｖが帯電した電極にわたって印加される際に、少なくとも二つの帯電した電極
が、電気的に絶縁された電荷中性の中間電極を移動させることができる電場をそれらの間
に生成するように構成される。このような実施形態では、異なる寸法及び／又は表面積を
有する少なくとも二つの帯電した電極が存在し得る。中間電極を、このような電極の間に
配置することができる。他の実施形態では、電荷中性の電気的に絶縁された中間電極を、
異なる表面積を有する帯電した電極間に電場を印加することによって、作動させ、ここで
、相補電極が帯電した電極のうち一方に対して横方向に整列されている。
【００１９】
　また、アナログ干渉変調器の可動電極上に電荷を与える方法及びデバイスも本明細書で
説明される。例えば、多様な方法及びデバイスは、帯電した電極に向けて作動又は移動し
た後に電荷中性の電気的に絶縁された中間電極に電荷を与えることができる。一実施形態
では、中間電極が帯電した電極に向けて移動して、帯電した電極上の導電性ポストと直接
電気的に接触した際に、電荷が中間電極上に印加される。中間電極に作用する逆向きの機
械的ばね力が中間電極に作用する電気力を超えるまで、中間電極は正味の電荷を発達させ
る。そして、中間電極は帯電した電極から離れて移動して、電気的接触を断ち、中間電極
上に印加された電荷を電気的に絶縁する。他の実施形態では、中間電極が帯電した電極に
向けて移動してその帯電した電極に対して横方向に整列された相補電極上の導電性ポスト
と電気的に接触した際に、中間電極が誘導帯電され、ここで、その相補電極は、帯電した
電極から電気的に絶縁されて接地されている。
【００２０】
　アナログ干渉変調器の可動電極に与えられた電荷を較正する方法及びデバイスも本明細
書で説明される。“スイッチ”構成を用いた一実施形態では、一つ以上のスイッチを閉じ
て、相補電極及び帯電した電極を電気的に接続して、複合電極を形成する。較正電圧を複
合電圧と対向する帯電した電極との間に印加して、帯電した中間電極を複合電極に向けて
移動させて、例えば複合電極上の少なくとも一つの導電構造体（例えば導電性ポスト）に
電気的に接続することによって、その電荷を変更する。一実施形態では、中間電極に作用
する逆向きの機械的ばね力が中間電極に作用する電気力を超えるまで、電気コンタクトが
、中間電極上の電荷を変更する。そして、中間電極は複合電極から離れて移動して、電気
的接触を断ち、中間電極上に残った電荷を電気的に絶縁する。リリースの際に、中間電極
上の電荷量は、中間電極に作用する機械的ばね力に関係している。中間電極を保持して機
械的ばね力を提供する構造体は例えば、多様な構成のばねであり得て、又は中間電極自体
の構造が電極の変形に対抗する。開示の明確性のため、このような力が電極物質自体によ
って提供されてようとも、中間電極に接続された構造体によって提供されようとも、中間
電極に機械的ばね力を与える構造体のことを本願において“ばね”と指称する。
【００２１】
　他の構成は、可動電極上に印加された電荷を較正するのに“スイッチ無し”の構成を用
いる。較正電圧を、異なる表面積を有する二つの帯電した電極間に印加する。帯電した中
間電極は、小さい方の表面積を有する帯電した電極に向けて移動して、その帯電した電極
に電気的に接続された導電性ポストに電気的に接触する。中間電極に作用する逆向きの機
械的ばね力が中間電極に作用する機械力を超えるまで、電気コンタクトが、中間電極上の
電荷を変更する。そして、中間電極が帯電した電極からはなれて移動して、電気的接触を



(11) JP 2013-544370 A 2013.12.12

10

20

30

40

50

断ち、中間電極上に残った電荷を電気的に絶縁する。リリースの際に、中間電極上の電荷
量は、中間電極を保持するばねの剛性に関係している。
【００２２】
　本開示で説明される主題の特定の実施形態は、以下の考えられる利点の一つ以上を実現
するように実施可能である。三端子電気機械デバイス（例えば干渉変調器）は、二つの電
極（例えば上部電極及び下部電極）間のギャップ内に配置された可動性の中間電極を含む
ことができる。本明細書で説明されるデバイス及び方法の実施形態は、正味ゼロの電荷を
有する電気的に絶縁された中間電極を移動させて、中間電極を上部（又は下部）電極に接
触させることができる。中間電極は、この接触を介して帯電可能であり、典型的な三端子
デバイスに関する欠点を解消する。上部（又は下部）電極に接触すると中間電極を帯電さ
せるデバイス及び方法が開示される。電荷が中間電極に与えられると、中間電極は接触し
ていた電極からリリースされて、電極上の電荷を絶縁する。そして、中間電極上の電荷を
、中間電極に作用する機械的ばね力を考慮するように較正することができる。例えば、図
３１～図３３及び図３９～図４１を参照して、中間電極上に印加された電荷を較正する方
法及びシステムが説明される。所望の電荷量で三端子デバイスのアレイにわたる各中間電
極を較正することは、全てのデバイスにわたって同じ電圧が印加された際に、全ての中間
電極を同じ位置に移動させることを可能にする。較正後において、アレイ内の複数の較正
された変調器が動作可能状態になる。また、本明細書で説明される作動プロセス、帯電プ
ロセス、及び較正プロセスを有用であれば繰り返して、デバイスの寿命における中間電極
からの電荷の漏れ率の変動を考慮するように調整することができる。
【００２３】
　説明される実施形態を適用することができる適切なＥＭＳデバイス又はＭＥＭＳデバイ
スの一例は、反射ディスプレイデバイスである。反射ディスプレイデバイスは、光学干渉
原理を用いて入射光を選択的に吸収及び／又は反射する干渉変調器（ＩＭＯＤ）を組み込
むことができる。ＩＭＯＤは、吸収体、その吸収体に対して相対的に可動する反射体、吸
収体と反射体との間に画定される光学共鳴キャビティを含み得る。反射体は、二つ以上の
異なる位置に移動可能であり、光学共鳴キャビティのサイズを変化させることによって干
渉変調器の反射率に影響を与えることができる。ＩＭＯＤの反射スペクトルは、多様な色
を発生させるように可視波長にわたってシフト可能であるかなり広範なスペクトル帯を形
成することができる。スペクトル帯の位置は、光学共鳴キャビティの厚さを変化させるこ
とによって、つまり反射体の位置を変化させることによって、調整可能である。
【００２４】
　図１は、干渉変調器（ＩＭＯＤ）ディスプレイデバイスの一組の画素における二つの隣
接画素を示す等角図の例を示す。ＩＭＯＤディスプレイデバイスは、一つ以上の干渉ＭＥ
ＭＳディスプレイ素子を含む。こうしたデバイスにおいて、ＭＥＭＳディスプレイ素子の
画素は、明状態又は暗状態のいずれかとなり得る。明（“緩和”、“開”、“オン”）状
態においえ、ディスプレイ素子は、入射可視光の大部分を例えば使用者に向けて反射する
。逆に、暗（“作動”、“閉”、“オフ”）状態では、ディスプレイ画素は僅かな入射可
視光しか反射しない。一部実施形態では、オン状態及びオフ状態の光反射特性が逆になり
得る。ＭＥＭＳ画素は、白黒に加えて、カラーディスプレイを可能にするように特定の波
長において主に反射するように構成可能である。
【００２５】
　ＩＭＯＤディスプレイデバイスは、ＩＭＯＤの行／列アレイを含み得る。各ＩＭＯＤは
空隙（光学ギャップ又はキャビティとも称される）を形成するように互いに可変且つ制御
可能な距離に配置された一対の反射層、つまり可動反射層及び固定部分反射層を含み得る
。可動反射層は、少なくとも二つの位置の間を移動し得る。第一の位置、つまり緩和位置
では、可動反射層は、固定部分反射層から比較的大きな距離に配置され得る。第二の位置
、つまり作動位置では、可動反射層は、部分反射層により近づいて配置され得る。二つの
層から反射される入射光は、可動反射層の位置に応じて、強め合って又は弱め合って干渉
して、各画素に対して全体的な反射状態又は非反射状態のいずれかを形成することができ
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る。一部実施形態では、ＩＭＯＤは、非作動時において反射性状態であり、可視スペクト
ル内の光を反射し得て、また、非作動時において暗状態であり、可視範囲内の光を吸収し
及び／又は光弱め合って干渉し得る。しかしながら、他の一部実施形態では、ＩＭＯＤは
、非作動状態において暗状態であり、作動状態において反射状態となり得る。一部実施形
態では、印加電圧の導入が画素を駆動させて状態を変化させることができる。他の一部実
施形態では、印加電荷が画素を駆動させて状態を変化させることができる。
【００２６】
　図１の画素アレイの図示されている部分は、二つの隣接干渉変調器１２を含む。（図示
されるような）左側のＩＭＯＤ１２では、可動反射層１４が、光学積層体１６（部分反射
層を含む）から所定の距離の緩和位置にあるものとして示されている。左側のＩＭＯＤ１
２にわたって印加された電圧Ｖ０は、可動反射層１４の作動を生じさせるには不十分であ
る。右側のＩＭＯＤ１２では、可動反射層１４が、光学積層体１６の近くの又はこれに隣
接した作動位置にあるものとして示されている。右側のＩＭＯＤ１２にわたって印加され
た電圧Ｖｂｉａｓは、可動反射層１４を作動位置に維持するのに十分である。
【００２７】
　図１では、画素１２の反射性は、画素１２に入射する光を示す矢印１３及び左側１２の
画素から反射する光１５で一般的に示されている。詳細には図示されていないが、画素１
２に入射する光１３の大部分は、透明基板２０を透過して光学積層体１６に向かうことを
当業者は理解されたい。光学積層体１６に入射する光の一部は、光学積層体１６の部分反
射層を透過し、一部は反射されて戻されて透明基板２０を介する。光学積層体１６を透過
する光１３の一部は、可動反射層１４において反射されて、透明基板２０に向けて（また
、これを介するように）戻される。光学積層体１６の部分反射層から反射された光と、可
動反射層１４から反射された光との間の干渉（強め合う又は弱め合う）が、画素１２から
反射される光１５の波長を決める。
【００２８】
　光学積層体１６は、単一の層又は複数の層を含み得る。その層は、電極層と、部分反射
及び部分透過層と、透明誘電体層のうちひとつ以上を含み得る。一部実施形態では、光学
積層体１６は導電性であり、部分透明且つ部分反射性であり、例えば透明基板２０上に上
記層のうち一つ以上を堆積させることによって製造可能である。電極層は、多様な物質製
、例えば多様な金属（例えばインジウム錫酸化物（ＩＴＯ，ｉｎｄｉｕｍ　ｔｉｎ　ｏｘ
ｉｄｅ））製であり得る。部分反射層は、例えば、多様な金属（例えばクロム（Ｃｒ））
、半導体、誘電体等の部分反射性である多様な物質製であり得る。部分反射層は、一層以
上の物質層で形成可能であり、その各層は、単一の物質又は複数物質の組み合わせで形成
可能である。一部実施形態では、光学積層体１６は、光学吸収体及び電気導体の両方とし
て機能する金属又は半導体の単一の半透明な厚さを有し得る一方、他のより導電性の層又
は部分（例えば光学積層体１６の部分、又はＩＭＯＤの他の構造の部分）が、ＩＭＯＤ画
素間に信号をバス伝送するのに役立つ。また、光学積層体１６は、一つ以上の導電層又は
導電性／光吸収性層を覆う一つ以上の絶縁層又は誘電体層も含み得る。
【００２９】
　一部実施形態では、光学積層体１６の層は、平行なストリップにパターニングされ得て
、後述のようなディスプレイデバイスの行電極を形成し得る。当業者に理解されるように
、“パターニング”との用語は本願において、マスキング及びエッチングプロセスを称す
るものとして用いられる。一部実施形態では、例えばアルミニウム（Ａｌ）等の高導電性
反射物質が、可動反射層１４用に使用され得て、それらのストリップがディスプレイデバ
イスの列電極を形成し得る。可動反射層１４は、堆積金属層（一層又は複数層）の一組の
平行ストリップ（光学積層体１６の行電極と直交する）として形成可能であり、ポスト１
８の頂部に堆積させた列と、ポスト１８間に堆積された介在犠牲物質とを形成する。犠牲
物質がエッチング除去されると、可動反射層１４と光学積層体１６との間に画定されたギ
ャップ１９又は光学キャビティが形成され得る。一部実施形態では、ポスト１８間の間隔
は略１～１０００μｍであり、ギャップ１９が１００００オングストローム（Å）以下と
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なり得る。
【００３０】
　一部実施形態では、ＩＭＯＤの各画素は本質的に、作動状態であろうと緩和状態であろ
うと、固定反射層及び可動反射層によって形成されたキャパシタである。電圧が印加され
ないと、図１の左側の画素１２に示されるように、可動反射層１４は、機械的に緩和され
た状態のままであり、可動反射層１４と光学積層体１６との間にギャップ１９を有する。
しかしながら、電位差（電圧）が選択された行及び列のうち少なくとも一つに印加される
と、対応する画素における行電極及び列電極の交点に形成されたキャパシタが帯電して、
静電力が電極を互いに引き寄せる。印加電圧が閾値を超えると、可動反射層１４が変形し
て、光学積層体の近くに又はその逆方向に動くことができる。光学積層体１６内部の誘電
体層（図示せず）は、短絡を防止して、図１の右側の作動画素１２に示されるように、層
１４と１６との間の離隔距離を制御することができる。挙動は、印加電位差の極性に関係
なく同じである。アレイ中の一組の画素を、場合によって“行”又は“列”と称すること
ができるが、当業者は、一方の方向を“行”と称し、他方の方向を“列”と称することが
任意のものであると理解するものである。言い換えると、向きによっては、行が列と見な
されて、列が行と見なされる。更に、ディスプレイ画素は、直交する行及び列において均
等に配置可能であり（“アレイ”）、又は、例えば互いに特定の位置的なずれを有する非
線形な構成で配置され得る（“モザイク”）。“アレイ”及び“モザイク”との用語は、
いずれの構成でも称され得る。従って、ディスプレイが“アレイ”又は“モザイク”を含
むとして称されても、素子自体は互いに直交に配置されたり、均等な分布で配置されたり
する必要ななく、いずれの場合でも、非対称な形状及び不均一に分布した素子を有する配
置を含み得る。
【００３１】
　図２は、３×３の干渉変調器ディスプレイを組み込んだ電子デバイスを示すシステムブ
ロック図の例を示す。電子デバイスは、一つ以上のソフトウェアモジュールを実行するよ
うに構成可能なプロセッサ２１を含む。オペレーティングシステムを実行することに加え
て、プロセッサ２１は、ウェブブラウザ、電話アプリケーション、電子メールプログラム
、又は他のソフトウェアアプリケーション等の一つ以上のソフトウェアアプリケーション
を実行するように構成され得る。
【００３２】
　プロセッサ２１は、アレイドライバ２２と通信するように構成され得る。アレイドライ
バ２２は、例えばディスプレイアレイ又はパネル３０に信号を提供する行ドライバ回路２
４及び列ドライバ回路２６を含み得る。図１に示されるＩＭＯＤディスプレイデバイスの
断面が図２の線１－１によって示される。図２は、明確性のため３×３のアレイのＩＭＯ
Ｄを示すが、ディスプレイアレイ３０は、非常に多数のＩＭＯＤを含み得て、列と行とで
異なる数のＩＭＯＤを含み得て、又はその逆も同様である。
【００３３】
　図３は、図１の干渉変調器について、可動反射層の位置対印加電圧を示す図の一例を示
す。ＭＥＭＳ干渉変調器について、行／列（つまり、共通／セグメント）の書き込み手順
は、図３に示されるようなデバイスのヒステリシス特性を利用し得る。例えば、干渉変調
器は、例示的な一実施形態では、略１０ボルトの電位差を用いて、可動反射層又はミラー
が、緩和状態から作動状態に変化するようにし得る。電圧がこの値から減少しても、可動
反射層はそのままの状態を維持し、電圧が、この例では１０ボルト以下に低下しても、電
圧が２ボルト以下に低下するまでは、可動反射層が完全に緩和しない。従って、図３に示
されるように、この例では、略３から７ボルトの電圧範囲が存在し、その範囲内では、デ
バイスが緩和状態又は作動状態のいずれかで安定である印加電圧のウィンドウが存在する
。これは、本願において、“ヒステリシスウィンドウ”又は“安定ウィンドウ”と称され
る。図３のヒステリシス特性を有するディスプレイアレイ３０に対して、行／列の書き込
み手順は、一つ以上の行を一度にアドレスするように設計可能であり、所定の行のアドレ
ス中において、そのアドレスされた行中の作動される画素が、この例では、略１０ボルト
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の電位差を受ける一方、緩和される画素が、ゼロボルト近くの電圧差を受けるようになる
。アドレス後には、画素が、この例では略５ボルトの安定状態又はバイアス電圧差を受け
て、以前のストローブ状態のままとなる。この例では、アドレス後において、各画素は、
略３～７ボルトの“安定ウィンドウ”内の電位差を見る。このヒステリシス特性は、例え
ば図１に示される画素の設計が、同じ印加電圧条件下において作動又は緩和のいずれかの
既存状態で安定なままであることを可能にする。各ＩＭＯＤ画素は本質的に、作動状態で
あろうと緩和状態であろうと、固定反射層及び可動反射層によって形成されたキャパシタ
であるので、この安定状態は、電力を実質的に消費したり失ったりせずにヒステリシスウ
ィンドウ内の安定電圧で保持可能である。更に、印加電圧（電位）が実質的に固定された
ままであると、本質的にはＩＭＯＤ画素内にほとんど又は全く電流が流れない。
【００３４】
　一部実施形態では、所定の行内の画素の状態に対する所望の変化（存在する場合）に応
じて、一組の列電極に沿った“セグメント”電圧としてのデータ信号を印加することによ
って、画像のフレームを生成することができる。そして、アレイの各行を、フレームが一
つの行において一度に書き込まれるようにアドレスすることができる。所望のデータを第
一の行の画素に書き込むため、第一の行内の画素の所望の状態に対応するセグメント電圧
を列電極に印加することができて、特定の“共通”電圧又は信号としての第一の行パルス
を、第一の行電極に印加することができる。そして、一組のセグメント電圧を、第二の行
の画素の状態に対する所望の変化（存在する場合）に対応するように、変化させることが
できて、第二の共通電圧を第二の行電極に印加することができる。一部実施形態では、第
一の行内の画素は、列電極に沿って印加されるセグメント電圧の変化によって影響を受け
ず、第一の共通電圧の行パルスの間において、設定された状態のままである。このプロセ
スを、全ての組の行、又は列に対して逐次的に繰り返して、画像フレームを形成すること
ができる。このプロセスを一秒当たり所望の数のフレームで連続的に繰り返すことによっ
て、新たな画像データでフレームをリフレッシュ及び／又はアップデートすることができ
る。
【００３５】
　各画素にわたって印加されるセグメント信号及び共通信号の組み合わせ（つまり、各画
素にわたる電位差）は、各画素の結果としての状態を決める。図４は、多様な共通電圧及
びセグメント電圧を印加した場合の干渉変調器の多様な状態を示す表の一例を示す。当業
者には理解されるように、“セグメント”電圧は、列電極又は行電極の一方に印加可能で
あり、“共通”電圧は、列電圧又は行電圧の他方に印加可能である。
【００３６】
　図４に示されるように（及び図５Ｂのタイミング図に示されるように）、リリース電圧
ＶＣＲＥＬが共通ラインに沿って印加されると、セグメントラインに沿って印加される電
圧（つまり、高セグメント電圧ＶＳＨ及び低セグメント電圧ＶＳＬ）に関わらず、その共
通ラインに沿った全ての干渉変調器素子が緩和状態（リリース状態、非作動状態とも称さ
れる）にされる。特に、リリース電圧ＶＣＲＥＬが共通ラインに沿って印加されると、高
セグメント電圧ＶＳＨ及び低セグメント電圧ＶＳＬがその画素に対応するセグメントライ
ンに沿って印加された際にいずれも、変調器画素にわたる電位差（画素電圧とも称される
）が、緩和ウィンドウ内に存在する。
【００３７】
　例えば高保持電圧ＶＣＨＯＬＤ＿Ｈ又は低保持電圧ＶＣＨＯＬＤ＿Ｌ等の保持電圧が共
通ラインに印加されると、干渉変調器の状態が一定のままとなる。例えば、緩和ＩＭＯＤ
は緩和位置のままであり、作動ＩＭＯＤは作動位置のままである。保持電圧は、高セグメ
ント電圧ＶＳＨ及び低セグメント電圧ＶＳＬが対応するセグメントラインに沿って印加さ
れた場合にいずれも画素電圧が安定ウィンドウ内に留まるように選択され得る。従って、
セグメント電圧のふり幅（つまり、高セグメント電圧ＶＳＨと低セグメント電圧ＶＳＬと
の間の差）は、正又は負の安定ウィンドウのいずれの幅以下である。
【００３８】
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　アドレス又は作動電圧（例えば高アドレス電圧ＶＣＡＤＤ＿Ｈや低アドレス電圧ＶＣＡ

ＤＤ＿Ｌ等）が共通ラインに印加されると、個々のセグメントラインに沿ったセグメント
電圧の印加によって、そのラインに沿った変調器にデータを選択的に書き込むことができ
る。セグメント電圧は、作動が印加されるセグメント電圧に依存するように選択され得る
。アドレス電圧を共通ラインに沿って印加すると、一つのセグメント電圧の印加が、安定
ウィンドウ内の画素電圧を生じさせて、画素を非作動のままにする。対照的に、他のセグ
メント電圧の印加は、安定ウィンドウを超えた画素電圧を生じさせて、画素を作動させる
。作動を生じさせる具体的なセグメント電圧は、どのようなアドレス電圧を用いるかに応
じて変化し得る。一部実施形態では、高アドレス電圧ＶＣＡＤＤ＿Ｈを共通ラインに沿っ
て印加する場合、高セグメント電圧ＶＳＨの印加は、変調器がその現状の位置に留まるよ
うにする一方、低セグメント電圧ＶＳＬの印加が、変調器の作動を生じさせることができ
る。当然の結果として、セグメント電圧の影響は、低アドレス電圧ＶＣＡＤＤ＿Ｌを印加
する場合には逆となり得て、高セグメント電圧ＶＳＨが変調器の作動を生じさせて、低セ
グメント電圧ＶＳＬは、変調器の状態に対して影響しない（つまり安定なままである）。
【００３９】
　一部実施形態では、変調器にわたって同じ極性の電位差を生じさせる保持電圧、アドレ
ス電圧、及びセグメント電圧が用いられ得る。他の一部実施形態では、変調器の電位差の
極性を時々交互に入れ替える信号を用いることができる。変調器にわたる極性の交互入れ
替え（つまり、書き込み手順の極性の交互入れ替え）は、単一極性の書き込み動作を繰り
返した後に生じ得る電荷蓄積を低減又は抑止し得る。
【００４０】
　図５Ａは、図２の３×３の干渉変調器ディスプレイにおけるディスプレイデータのフレ
ームを示す図の例を示す。図５Ｂは、図５Ａに示されるディスプレイデータのフレームを
書き込むのに使用可能な共通信号及びセグメント信号に対するタイミング図の例を示す。
信号は、図２のアレイと同様の３×３のアレイに印加可能であり、最終的には、図５Ａに
示されるライン時間６０ｅのディスプレイ配置を生じさせる。図５Ａの作動変調器は暗状
態であり、つまり、反射光の実質的部分が可視スペクトル外であり、例えば視聴者に暗い
見た目をもたらす。図５Ａに示されるフレームの書き込みの前において、画素はあらゆる
状態であり得るが、図５Ｂのタイミング図に示される書き込み手順は、各変調器がリリー
スされていて、第一のライン時間６０ａの前においては非作動状態であることを前提とし
ている。
【００４１】
　第一のライン時間６０ａにおいて、リリース電圧７０が共通ライン１に印加され、共通
ライン２に印加された電圧が高保持電圧７２から始まり、リリース電圧７０に移り、低保
持電圧７６が共通ライン３に沿って印加される。従って、共通ライン１に沿った変調器（
共通１，セグメント１）、（１，２）及び（１，３）は、第一のライン時間６０ａの期間
に対して緩和又は非作動状態のままであり、共通ライン２に沿った変調器（２，１）、（
２，２）及び（２，３）は緩和状態に移り、共通ライン３に沿った変調器（３，１）、（
３，２）及び（３，３）は以前の状態のままである。図４を参照すると、セグメントライ
ン１、２及び３に沿って印加されるセグメント電圧は、干渉変調器の状態に影響しない。
何故ならば共通ライン１、２又は３が、ライン時間６０ａ中に作動を生じさせる電圧レベ
ル（つまり、ＶＣＲＥＬ－緩和、ＶＣＨＯＬＤ＿Ｌ－安定）を受けていないからである。
【００４２】
　第二のライン時間６０ｂの間において、共通ライン１に対する電圧は高保持電圧７２に
動き、共通ライン１に沿った全ての変調器が、印加されるセグメント電圧に関わらず緩和
状態のままとなる。何故ならば、アドレス又は作動電圧が共通ライン１に印加されていな
かったからである。共通ライン２に沿った変調器は、リリース電圧７０の印加に起因して
緩和状態のままであり、共通ライン３に沿った電圧がリリース電圧７０に移ると、共通ラ
イン３に沿った変調器（３，１）、（３，２）及び（３，３）が緩和する。
【００４３】
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　第三のライン時間６０ｃの間において、共通ライン１に対して高アドレス電圧７４を印
加することによって、共通ライン１がアドレスされる。このアドレス電圧の印加中におい
てセグメントライン１及び２に沿って低セグメント電圧６４が印加されているので、変調
器（１，１）及び（１，２）にわたる画素電圧は、変調器の正の安定ウィンドウの上限よ
りも大きく（つまり、電圧差が所定の閾値を超える）、変調器（１，１）及び（１，２）
が作動される。逆に、高セグメント電圧６２がセグメントライン３に沿って印加されるの
で、変調器（１，３）にわたる画素電圧は、変調器（１，１）及び（１，２）の画素電圧
以下であり、変調器の正の安定ウィンドウ内に留まるので、変調器（１，３）が緩和した
ままである。また、ライン時間６０ｃの間において、共通ライン２に沿った電圧が低保持
電圧７６に低下し、共通ライン３に沿った電圧がリリース電圧７０のままであり、共通ラ
イン２及び３に沿った変調器を緩和位置のままとする。
【００４４】
　第四のライン時間６０ｄの間において、共通ライン１に対する電圧は高保持電圧７２に
戻り、共通ライン１に沿った変調器を個々のアドレスされた状態のままにする。共通ライ
ン２に対する電圧は低アドレス電圧７８に低下する。高セグメント電圧６２がセグメント
ライン２に沿って印加されるので、変調器（２，２）にわたる画素電圧は、変調器の負の
安定ウィンドウの下限以下であり、変調器（２，２）を作動させる。逆に、低セグメント
電圧６４がセグメントライン１及び３に沿って印加されるので、変調器（２，１）及び（
２，３）は、緩和位置のままである。共通ライン３に対する電圧は高保持電圧７２に増大
し、共通ライン３に沿った変調器を緩和状態のままにする。
【００４５】
　最後に、第五のライン時間６０ｅの間において、共通ライン１に対する電圧は高保持電
圧７２のままであり、共通ライン２に対する電圧は低保持電圧７６のままであり、共通ラ
イン１及び２に沿った変調器を個々のアドレスされた状態のままにする。共通ライン３に
対する電圧は高アドレス電圧７４に増大して、共通ライン３に沿った変調器をアドレスす
る。低セグメント電圧６４がセグメントライン２及び３に印加されるので、変調器（３，
２）及び（３，３）が作動する一方、セグメントライン１に沿って印加される高セグメン
ト電圧６２が、変調器（３，１）を緩和位置のままにさせる。従って、第五のライン時間
６０ｅの終わりにおいて、３×３の画素アレイは図５Ａに示される状態にあり、他の共通
ライン（図示せず）に沿った変調器がアドレスされている際に生じ得るセグメント電圧の
変動に関係なく、保持電圧が共通ラインに沿って印加されている限りは、その状態を保つ
。
【００４６】
　図５Ｂに示されるタイミング図において、所定の書き込み手順（つまりライン時間６０
ａ～６０ｅ）は、高保持電圧及びアドレス電圧、又は、低保持電圧及びアドレス電圧のい
ずれかの使用を含み得る。書き込み手順が所定の共通ラインに対して完了すると（また、
共通電圧が、作動電圧と同じ極性を有する保持電圧に設定されると）、画素電圧は所定の
安定ウィンドウ内に留まり、リリース電圧がその共通ラインに印加されるまでは、緩和ウ
ィンドウを通り過ぎない。更に、各変調器が、変調器をアドレスする前の書き込み手順の
一部としてリリースされるので、リリース時間ではなくて、変調器の作動時間が、ライン
時間を決定し得る。特に、変調器のリリース時間が作動時間よりも長い実施形態では、図
５Ｂに示されるように、リリース電圧が単一のライン時間よりも長く印加され得る。他の
一部実施形態では、共通ライン又はセグメントラインに沿って印加される電圧が、異なる
変調器（例えば異なる色の変調器）の作動電圧及びリリース電圧の変動を考慮して変化し
得る。
【００４７】
　上述の原理に従って動作する干渉変調器の構造の詳細は多様なものであり得る。例えば
、図６Ａ～図６Ｅは、可動反射層１４及びその支持構造を含む干渉変調器の多様な実施形
態の断面の例を示す。図６Ａは、図１の干渉変調器ディスプレイの部分断面の例を示し、
金属物質のストリップ、つまり可動反射層１４が、基板２０から直交して延伸している支
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持体１８の上に堆積されている。図６Ｂでは、各ＩＭＯＤの可動反射層１４が略正方形又
は矩形の形状であり、テザー３２上でコーナーにおいて又はその付近において支持体に取
り付けられる。図６Ｃでは、可動反射層１４は略正方形又は矩形の形状であり、変形可能
層３４（フレキシブル金属を含み得る）から懸架されている。変形可能層３４は、可動反
射層１４の周囲付近において基板２０に直接又は間接に取り付けされる。こうした接続部
を本願では支持ポストと称する。図６Ｃに示される実施形態は、可動反射層１４の光学的
機能をその機械的機能から分離することに起因する追加の利点を有するが、これは変形可
能層３４によって達成される。この分離は、反射層１４に対して用いられる構造設計及び
物質と、変形可能層３４に対して用いられる構造設計及び物質を互いに独立的に最適化す
ることを可能にする。
【００４８】
　図６Ｄは、ＩＭＯＤの他の例を示し、可動反射層１４が、反射副層１４ａを含む。可動
反射層１４は、支持構造（例えば支持ポスト１８）上に存在する。支持ポスト１８は、下
方の静止電極（つまり、図示されるＩＭＯＤの光学積層体１６の一部）からの可動反射層
１４の離隔を提供して、例えば可動反射層１４が緩和位置にある際に、ギャップ１９が、
可動反射層１４と光学積層体１６との間に形成される。また、可動反射層１４は、電極と
して機能するように構成可能な導電層１４ｃと、支持層１４ｂも含み得る。この例では、
導電層１４ｃが、基板２０の反対側の支持層１４ｂの一方の面上に配置されていて、反射
副層１４が、基板２０側の支持層１４ｂの他方の面上に配置されている。一部実施形態で
は、反射副層１４ａが導電性であり、支持層１４ｂと光学積層体１６との間に配置され得
る。支持層１４ｂは、誘電体（例えば、酸窒化シリコン（ＳｉＯＮ）や、二酸化シリコン
（ＳｉＯ２））の一層以上の層を含み得る。一部実施形態では、支持層１４ｂは、複数層
の積層体であり得て、例えば、ＳｉＯ２／ＳｉＯＮ／ＳｉＯ２三重層積層体などであり得
る。反射副層１４ａ及び導電層１４ｃのいずれか一方又は双方は、略０．５％の銅（Ｃｕ
）を有するアルミニウム（Ａｌ）合金や、他の反射性金属物質を含み得る。誘電体支持層
１４ｂの上下に導電層１４ａ、１４ｃを採用することは、応力のバランスをとり、導電性
を増強させることができる。一部実施形態では、反射副層１４ａ及び導電層１４ｃは、例
えば可動反射層１４内部に特定の応力プロファイルを達成する等の多様な設計目的に対し
て異なる物質で形成可能である。
【００４９】
　図６Ｄに示されるように、一部実施形態では、ブラックマスク構造２３も含まれ得る。
ブラックマスク構造２３は光学的に不活性な領域（例えば画素の間やポスト１８の下）に
形成されて、環境光又は迷光を吸収し得る。また、ブラックマスク構造２３は、光がディ
スプレイの不活性部分から反射したり又はそこを透過したりすることを抑制することによ
って、ディスプレイデバイスの光学性能を改善して、コントラスト比を増大させることが
できる。更に、ブラックマスク構造２３は、導電性であり得て、電気バス層として機能す
るように構成可能である。一部実施形態では、行電極をブラックマスク構造に接続して、
接続された行電極の抵抗を低下させることができる。ブラックマスク構造２３は、堆積及
びパターニング法を含む多様な方法を用いて形成可能である。ブラックマスク構造２３は
一層又は複数の層を含み得る。例えば、一部実施形態では、ブラックマスク構造２３は、
光学吸収体として機能するモリブデンクロム（ＭｏＣｒ）層と、或る層と、反射体及びバ
ス層として機能するアルミニウム合金層とを含み、それぞれの厚さの範囲は、略３０～８
０Å、５００～１０００Å、５００～６０００Å、である。一層又は複数の層は、フォト
リソグラフィ、乾式エッチングを含む多様な方法を用いてパターニング可能であり、例え
ば、ＭｏＣｒ層及びＳｉＯ２層に対しては四フッ化炭素（ＣＦ４）及び／又は酸素（Ｏ２

）が使用され、アルミニウム合金層に対しては塩素（Ｃｌ２）及び／又は三塩化ホウ素（
ＢＣｌ３）が使用される。一部実施形態では、ブラックマスク２３は、エタロン、又は干
渉積層体構造であり得る。このような干渉積層体ブラックマスク構造２３においては、導
電性吸収体を用いて、各行又は列の光学積層体１６内の下方の静止電極間に信号を伝達又
はバス伝送させることができる。一部実施形態では、スペーサ層３５が、吸収体層１６ａ
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をブラックマスク２３の導電層から一般的に電気的に絶縁する機能を果たし得る。
【００５０】
　図６Ｅは、ＩＭＯＤの他の例を示し、可動反射層１４が自己支持となっている。図６Ｄ
とは対照的に、図６Ｅの実施形態は、支持ポスト１８を含まない。代わりに、可動反射層
１４が複数箇所において下方の光学積層体１６と接触して、可動反射層１４の曲率が、十
分な支持を提供して、干渉変調器にわたる電圧が作動を生じさせるには不十分である際に
、可動反射層１４が、図６Ｅの非作動位置に戻る。光学積層体１６は、複数の異なる層を
含み得るが、明確性のため、この図では、光学吸収体１６ａ及び誘電体１６ｂを含むもの
として示されている。一部実施形態では、光学吸収体１６ａは、固定電極及び部分反射層
の両方として機能し得る。
【００５１】
　図６Ａ～図６Ｅに示されるような実施形態では、ＩＭＯＤが直視型デバイスとして機能
して、画像は透明基板２０の前方から、つまり変調器が形成されている面の反対側から視
られる。このような実施形態では、デバイスの後方部分（つまり、可動反射層１４の後方
のディスプレイデバイスの部分であり、例えば、図６Ｃに示される変形可能層３４を含む
）を、ディスプレイデバイスの画像の質に作用したり悪影響を与えたりせずに構成及び動
作させることができる。何故ならば、反射層１４がデバイスのこれらの部分を光学的に遮
蔽するからである。例えば、一部実施形態では、バス構造（図示せず）を可動反射層１４
の後方に含ませることができて、変調器の光学特性を変調器の電気機械特性（例えば電圧
アドレスやそのようなアドレスの結果としての移動）と分離することができる。また、図
６Ａ～図６Ｅの実施形態は、例えばパターニング等の処理を単純化し得る。
【００５２】
　図７は、干渉変調器の製造プロセス８０を示す流れ図の例を示し、図８Ａ～図８Ｅは、
このような製造プロセス８０の対応する段階の断面概略図の例を示す。一部実施形態では
、製造プロセス８０を実施して、電気機械システムデバイス、例えば図１及び図６に示さ
れる一般的なタイプの干渉変調器を製造することができる。電気機械システムデバイスの
製造は、図７に示されていない他のブロックも含み得る。図１、図６及び図７を参照する
と、プロセス８０は、基板２０上に光学積層体１６を形成するブロック８２で開始する。
図８Ａは、基板２０上に形成されたこのような光学積層体１６を示す。基板２０は、例え
ばガラスやプラスチック等の透明基板であり得て、また、フレキシブルであるか又は比較
的硬くて曲がらないものであり得て、また、例えば光学積層体１６の効率的な形成を促進
するためのクリーニング等の前処理プロセスを受けたものであり得る。上述のように、光
学積層体１６は、導電性、部分透明且つ部分反射性であり得て、また、例えば透明基板２
０上に所望の特性を有する一層以上の層を堆積させることによって形成され得る。図８Ａ
では、光学積層体１６が、副層１６ａ及び１６ｂを有する多層構造を含むが、他の一部実
施形態ではこれよりも多い又は少ない副層が含まれ得る。一部実施形態では、副層１６ａ
及び１６ｂの一つが光学吸収性及び導電性の両方を備えて形成可能であり、例えば、導体
／吸収体の組み合わさった副層１６ａとなる。また、副層１６ａ及び１６ｂの一つ以上が
、平行なストリップにパターニングされ得て、ディスプレイデバイスの行電極を形成し得
る。このようなパターニングは、マスキング及びエッチングプロセスや、当該分野におい
て既知の他の適切なプロセスによって実行可能である。一部実施形態では、副層１６ａ及
び１６ｂの一つが、絶縁層又は誘電体層であり得て、例えば、一層以上の金属層（例えば
、一層以上の反射及び／又は導電層）の上に堆積された副層１６ｂである。また、光学積
層体１６を、ディスプレイの行を形成する個々の平行ストリップにパターニングすること
ができる。図８Ａ～図８Ｅは縮尺通りではなくなり得る点に留意されたい。例えば、一部
実施形態では、光学積層体の副層の一つ（光吸収層）が非常に薄くなり得るが、図８Ａ～
図８Ｅでは、副層１６ａ及び１６ｂはやや厚く示されている。
【００５３】
　プロセス８０は、光学積層体１６の上に犠牲層２５を形成するブロック８４へと続く。
犠牲層２５は、後で除去されて（例えばブロック９０で）、キャビティ１９を形成するの
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で、犠牲層２５は、図１に示される結果物の干渉変調器１２には示されていない。図８Ｂ
は、光学積層体１６の上に形成された犠牲層２５を含む製造途中のデバイスを示す。光学
積層体１６上への犠牲層２５の形成は、例えばモリブデン（Ｍｏ）やアモルファスシリコ
ン（ａ‐Ｓｉ）等の二フッ化キセノン（ＸｅＦ２）エッチング可能物質を、所望のサイズ
を有するギャップ又はキャビティ１９（図１及び図８Ｅを参照）を後の除去後に提供する
ように選択された厚さで堆積させることを含み得る。犠牲物質の堆積は、例えばスパッタ
リング等の物理気相堆積（ＰＶＤ，ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｖａｐｏｒ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｏ
ｎ）、プラズマ増強化学気相堆積（ＰＥＣＶＤ，ｐｌａｓｍａ－ｅｎｈａｎｃｅｄ　ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　ｖａｐｏｒ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）、熱化学気相堆積（熱ＣＶＤ）や、
スピンコーティング等の堆積法を用いて行われ得る。
【００５４】
　プロセス８０は、支持構造（例えば図１、図６及び図８Ｃに示されるポスト１８）を形
成するブロック８６へと続く。ポスト１８の形成は、犠牲層２５をパターニングして、支
持構造アパーチャを形成し、例えばＰＶＤ、ＰＥＣＶＤ、熱ＣＶＤ又はスピンコーティン
グ等の堆積法を用いて、そのアパーチャ内に物質（例えば、ポリマー、又は無機物質（例
えば酸化シリコン））を堆積させて、ポスト１８を形成することを含み得る。一部実施形
態では、犠牲層内に形成された支持構造アパーチャが、犠牲層２５及び光学積層体１６を
貫通して下方の基板２０まで延伸し得て、図６Ａに示されるようにポスト１８の下端が基
板２０に接触する。代わりに、図８Ｃに示されるように、犠牲層２５内に形成されたアパ
ーチャは、犠牲層２５を貫通して延伸するが、光学積層体１６は貫通しない。例えば、図
８Ｅは、光学積層体１６の上面と接触している支持ポスト１８の下端を示す。ポスト１８
又は他の支持構造は、犠牲層２５の上に支持構造物質の層を堆積させて、犠牲層２５内の
アパーチャから離れた位置の支持構造物質の一部をパターニングすることによって、形成
され得る。支持構造は、図８Ｃに示されるようにアパーチャ内部に位置し得るが、犠牲層
２５の一部の上に少なくとも部分的に延伸し得る。上述のように、犠牲層２５及び／又は
支持ポスト１８のパターニングは、パターニング及びエッチングプロセスによって実行可
能であるが、代わりのエッチング法でも実行可能である。
【００５５】
　プロセス８０は、例えば図１、図６及び図８Ｄに示される可動反射層１４等の可動反射
層又は膜を形成するブロック８８へと続く。可動反射層１４は、一以上の堆積ステップ（
例えば反射層（例えばアルミニウム反射層、アルミニウム合金反射層又は他の反射層）の
堆積を含む）を、一以上のパターニングステップ、マスキングステップ及び／又はエッチ
ングステップと共に採用することによって形成され得る。可動反射層１４は、導電性であ
り得て、導電層と称され得る。一部実施形態では、可動反射層１４は、図８Ｄに示される
ような複数の副層１４ａ、１４ｂ及び１４ｃを含み得る。一部実施形態では、副層１４ａ
及び１４ｃ等の副層のうち一つ以上が、その光学特性に対して選択された高反射副層を含
み得て、他の副層１４ｂは、その機械特性に対して選択された機械副層を含み得る。犠牲
層２５が、ブロック８８で形成された製造途中の干渉変調器に依然として存在しているの
で、可動反射層１４は典型的にはこの段階で可動しない。犠牲層２５を含む製造途中のＩ
ＭＯＤは、本願において、“リリースされていない”ＩＭＯＤとも称され得る。図１に関
して上述したように、可動反射層１４は、ディスプレイの列を形成する個々の平行ストリ
ップにパターニングされ得る。
【００５６】
　プロセス８０は、キャビティ（例えば図１、図６及び図８Ｅに示されるキャビティ１９
）を形成するブロック９０へと続く。キャビティ１９は、犠牲物質２５（ブロック８４に
おいて堆積された）をエッチング剤に晒すことによって形成され得る。例えば、Ｍｏやア
モルファスＳｉ等のエッチング可能犠牲物質を、乾式化学エッチングによって除去するこ
とができ、例えば、所定の量の物質（典型的には、キャビティ１９を取り囲む構造に対し
て選択的に除去される）を除去するのに有効な期間にわたって固体ＸｅＦ２由来の蒸気等
のガス状又は蒸気のエッチング剤に犠牲層２５を晒すことによって除去する。例えば湿式
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エッチング及び／又はプラズマエッチング等の他のエッチング法も使用可能である。犠牲
層２５がブロック９０の間に除去されるので、可動反射層１４は典型的にはこの段階の後
に可動する。犠牲物質２５の除去の後において、結果物の完成した又は製造途中のＩＭＯ
Ｄが、本願において“リリースされた”ＩＭＯＤと称され得る。
【００５７】
　上述の干渉変調器は、緩和状態及び作動状態の二つの状態を有する双安定性ディスプレ
イ素子である。以下の説明は、アナログ干渉変調器に関する。例えば、アナログ干渉変調
器の一実施形態では、単一の干渉変調器が、赤色、緑色、青色、黒色及び白色を反射する
ことができる。一部実施形態では、アナログ干渉変調器は、印加電圧に応じて、光の或る
波長範囲内のあらゆる光を反射することができる。更に、アナログ干渉変調器の光学積層
体は、上述の双安定性ディスプレイ素子とは異なり得る。こうした差は異なる光学的結果
を生じさせ得る。例えば、上述の双安定性素子の一部実施形態では、閉状態（作動状態）
は、双安定性素子を暗い（例えば黒色）の反射状態にする。一部実施形態では、アナログ
干渉変調器は、電極が双安定性素子の閉状態と同様の位置にある際に、白色光を反射する
。
【００５８】
　三端子電気機械デバイス（例えば干渉変調器）は、上部電極と下部電極との間のギャッ
プ内に配置された可動性の中間電極を含み得る。一方法では、三端子デバイスは、スイッ
チ又は直列キャパシタを用いて、中部電極上に電荷を提供することができる。そして、電
圧を上部電極と下部電極とにわたって印加すると、帯電した中間電極が、上部電極と下部
電極との間に結果として生じた電場と相互作用することができる。結果として、帯電した
中間電極を、印加電圧によって生じた電場に基づいて、移動又は変位させることができる
。しかしながら、このようにしてスイッチ及びキャパシタを用いて中間電極上に電荷を提
供することは、中間電極の寄生ローディングにつながり得る。外部回路に電気的に接続さ
れておらず、従って電気的に絶縁された電荷中性中間電極上に電荷を提供することが有用
となり得るが、電荷中性中間電極は、通常、上部電極と下部電極との間に印加された電場
に応答しない。従って、正味ゼロの電荷で電気的に絶縁された中間電極を動かして、それ
が電気コンタクト（又は電極）に接触することによって、中間電極に電荷を与えるための
デバイス及び方法が有用である。電荷を受け取った後に中間電極をリリースするデバイス
及び方法も有用である。
【００５９】
　図９は、アナログ干渉変調器の電荷中性電極を作動及び較正するための一方法を示すフ
ローチャートの一例を示す。方法９００は、電気的に絶縁された電荷中性中間電極が提供
されるブロック９５１で開始する。電気的に絶縁された中間電極は、例えばデバイスに最
初に電源が入れられた際の帯電及び／又は較正の前において、又は漏れ若しくは意図的な
電荷消失プロセスの結果として電荷が枯渇した後において、電荷中性であり得る。本方法
は、中間電極を作動させるブロック９５２に続き、電気力を用いて中間電極を他の電極に
向けて移動させる。電荷中性である際に中間電極を作動させるデバイス及び方法について
は、例えば図１２～図２０を参照して後述する。方法９００は、電荷が中間電極に与えら
れるブロック９５３に続く。図２１～図２５は、このような中間電極上に電荷を印加ため
のシステム及び方法のいくつかの一般的な実施形態を説明する。具体的には、上部電極と
の接触によって中間電極を帯電させるためのデバイス及び方法が、図２１～図２３を参照
して説明され、絶縁されて接地された相補電極との接触によって中間電極を帯電させるた
めのデバイス及び方法が、図２２及び図２４～図２５を参照して説明される。一部実施形
態では、電荷中性の中間電極は、図２６～図３０を参照して説明されるように、スイッチ
構成を用いて帯電し得て、一方、他の実施形態では、中間電極は、図３４～図３８を参照
して説明されるように、スイッチ無しの構成を用いて帯電し得る。
【００６０】
　方法９００は、中間電極に印加された電荷を、中間電極に作用する特定の機械的ばね力
を考慮するように較正するブロック９５４を含む。スイッチ構成を用いて電荷を較正する
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ための特定のデバイス及び方法が、図３１～図３３を参照して説明される。また、スイッ
チ無しの構成を用いて電荷を較正するためのデバイス及び方法の一部実施形態が、図３９
～図４１を参照して説明される。所望の電荷量で三端子デバイスのアレイにわたる複数の
中間電極の各々を較正することは、全てのデバイスにわたる選択電圧の印加の際に全ての
中間電極を同じ位置に確実に移動させることができる。これは、アナログ干渉変調器ディ
スプレイに表示される色の精度を改善するのに役立ち得る。
【００６１】
　方法９００は、較正された中間電極を有するアナログ干渉変調器のアレイを含むディス
プレイを動作させるブロック９５５に続く。一部側面では、ディスプレイを動作させるこ
とは、上部電極１００２及び下部電極１０１０（図１０を参照）によって形成されたギャ
ップ内の多様な位置に中間電極を作動又は移動させて画像を表示することを含む。中間電
極の位置は、アナログ干渉変調器画素の反射されて表示される色を決めるのに有用である
。方法９００は、任意で、ブロック９５２～ブロック９５５を繰り返すブロック９５６に
続く。一部実施形態では、ブロック９５２に戻る前に、中間電極を電荷中性にする。一部
実施形態では、中間電極は、ブロック９５２で作動する際に多少の電荷を保持している。
【００６２】
　図１０は、三層又は三電極設計を有するアナログ干渉変調器１０００の断面図の一例を
示す。干渉変調器１０００は、上部又は第一の電極１００２を含む。一実施形態では、電
極１００２は金属製のプレートである。上部電極１００２は、補強層１００３を用いて補
強され得る。一実施形態では、補強層１００３は誘電体である。補強層１００３を用いて
、上部電極１００２を硬質で実質的に平坦に保ち得る。また、変調器９００は、下部又は
第二の電極１０１０と、中間又は第三の電極１００６（金属を含み得る）も含み得る。三
つの電極は絶縁ポスト１００４によって電気的に絶縁される。絶縁ポスト１００４は、電
気力が存在しない場合に、平衡位置において、電極１００２と電極１０１０との間に中間
電極１００６を保持する機能も果たす。中間電極１００６は、その上に配置された補強層
１００８を有する。一実施形態では、補強層１００８は酸窒化シリコンを含む。
【００６３】
　中間電極１００６は、上部電極１００２と下部電極１０１０との間の領域又はギャップ
内で移動するように構成される。補強層１００８は、電極１００２と電極１０１０との間
で移動する際に中間電極１００６の一部を比較的硬質で平坦に保つのに役立つ。一実施形
態では、補強層１００８は、中間電極１００６の中心部分に配置される。この実施形態で
は、中間電極１００６が移動すると、中間電極１００６の側方部分が曲がることができる
。図１０では、中間電極１００６は、電極が実質的に平坦である平衡位置にあるものとし
て示されている。中間電極１００６がこの平衡位置から離れて移動すると、中間電極１０
０６の側方部分が変形又は湾曲する。中間電極１００６の側方部分は、中間電極１００６
を平衡位置に戻す力を印加する弾性ばね力を与える（例えば、図２６～図３３のばね２６
３４、図３４～図４１のばね３４３４を参照）。
【００６４】
　また、中間電極１００６は、基板１０１２を通って構造に入射する光を反射するミラー
としても機能する。一部実施形態では、基板１０１２はガラス製である。一実施形態では
、下部電極１０１０は吸収性のクロム又はクロム含有層である。少なくとも部分的に透明
のままであるように、吸収層は、上述のように比較的薄く作られ得る。下部電極１０１０
は、その上に配置されたパッシベーション層１０１４（ここでは別個の層として具体的に
示されている）を有する。一実施形態では、パッシベーション層１０１４は薄い誘電体層
である。他の実施形態では、上部電極１００２は、その上に配置されたパッシベーション
層を有する。一部実施形態では、パッシベーション層は薄い誘電体層である。
【００６５】
　図１１Ａは、制御回路１１２０を備えたアナログ干渉変調器１１００の断面図の一例を
示す。アナログ干渉変調器１１１０は、変調器１０００又は他の同様の設計のアナログ干
渉変調器であり得る。変調器１１００は、上部電極１１０２と、中間電極１１０６と、下
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部電極１１１０とを含む。変調器１１００は、電極１１０２、１１０６及び１１００を他
の構造から絶縁する絶縁ポスト１１０４を更に含む。変調器１１００は、上部電極１１０
２の上に配置された抵抗素子１１１６を更に含む。上部電極１１０２はその上に配置され
た補強層１１０３を有する。一実施形態では、上部電極１１０２は金属であり、補強層１
１０３は誘電体である。また、変調器１１００は、下部電極１１１０の上に配置された薄
い誘電体パッシベーション層１１１４も含み、誘電体パッシベーション層１１１４が下部
電極１１１０と中間電極１１０６との間に配置されるようにする。下部電極１１１０は、
基板１１１２上に配置される。抵抗素子１１１６は、上部電極１１０２と中間電極１１０
６との間のセパレータを提供する。中間電極１１０６を下部電極１１０２に向けて移動さ
せると、抵抗素子１１１６が、中間電極１１０６が上部電極１１０２と接触することを防
止する。一実施形態では、中間電極１１０６は、中間電極１１０６の下部に配置された絶
縁層（図示せず）を含む。
【００６６】
　また、アナログ干渉変調器１１００は制御回路１１２０も含む。制御回路１１２０は、
上部電極１１０２及び下部電極１１１０にわたって電圧を印加するように構成される。電
荷ポンプ回路１１１８は、電荷を中間電極１１０６に選択的に印加するように構成される
。制御電圧１１２０及び電荷ポンプ回路１１１８を用いて、中間電極１１０６の作動が達
成される。電荷ポンプ回路１１１８は、中間電極１１０６に電荷を与えるのに用いられる
。そして、帯電した中間電極１１０６は、上部電極１１０２と下部電極１１１０との間に
制御回路１１２０によって生成された電場と相互作用する。帯電した中間電極１１０６と
電場との相互作用は、中間電極１１０６を電極１１０２と電極１１１０との間で動かす。
【００６７】
　ＩＭＯＤ上に正確な量の電荷を印加ための電荷ポンプ回路１１１８として実施可能な電
荷注入回路の一例が、図１１Ｂの概略図に示されている。これらの概略図では、ＩＭＯＤ
は可変キャパシタとして示されている。ＩＭＯＤのリセットの概略図（左）は、ＩＭＯＤ
をリセットするための回路構成の例を示す。この構成では、スイッチＳ３が閉じていて、
ＩＭＯＤを短絡させて、ＩＭＯＤ上の電荷を散逸させる。スイッチＳ１及びＳ２は“開い
ていて”、電圧源Ｖｉｎ及びキャパシタＣｉｎを互いに絶縁し、またＩＭＯＤから絶縁す
る。Ｃｉｎのプレチャージの概略図（中央）は、スイッチＳ１が閉じていて、電圧源Ｖｉ

ｎをキャパシタＣｉｎに接続して、キャパシタＣｉｎを充電する回路構成の例を示す。ス
イッチＳ２は“開いていて”、キャパシタＣｉｎをＩＭＯＤから絶縁していて、スイッチ
Ｓ３は開いていて、ＩＭＯＤが最早短絡していない。電荷のサンプリング及びＩＭＯＤ上
への移動の概略図（右）では、スイッチＳ１が開いていて、電圧源Ｖｉｎを回路の残りの
部分から絶縁していて、スイッチＳ２が閉じていて、キャパシタＣｉｎを、ＩＭＯＤの端
子１（左側の端子）に接続されたままのオペアンプの仮想接地入力に接続している。オペ
アンプ出力は、ＩＭＯＤの端子２にフィードバック接続される。これは、入力キャパシタ
Ｃｉｎからフィードバック経路中のキャパシタ（この場合はＩＭＯＤ）に電荷を正確に移
動させる周知のスイッチトキャパシタ回路である。不完全な電荷移動をもたらす他の方法
も、オペアンプ無しでスイッチを用いて実施可能である。
【００６８】
　中間電極１１０６を、制御回路１１２０により印加される電圧を変更することによって
、電極１１０２と電極１１１０との間の多様な位置に移動させることができる。例えば、
制御回路１１２０によって印加される正の電圧Ｖｃは、下部電極１１１０を上部電極１１
０２に対して正の電位にして、正に帯電している場合には中間電極１１０６と反発する。
従って、正の電圧Ｖｃは、中間電極１１０６を上部電極１１０２に向けて移動させる。制
御回路１１２０による負の電圧Ｖｃの印加は、下部電極１１１０を上部電極１１０２に対
して負の電位にして、正に帯電している場合には中間電極を引き付ける。従って、不の電
圧Ｖｃは、中間電極１１０６を下部電極１１１０に向けて移動させる。
【００６９】
　スイッチ１１２２を用いて、中間電極１１０６を電荷ポンプ回路１１１８から選択的に
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接続又は切断することができる。当該分野で知られているスイッチ以外の方法を用いて、
中間電極１１０６を電荷ポンプ回路１１１８から選択的に接続又は切断することができて
、例えば、薄膜半導体、ヒューズ、アンチヒューズ等が挙げられる。
【００７０】
　アナログ干渉変調器１１００は、中間電極１１０６が上部電極１１０２及び下部電極１
１１０にわたって印加される電圧に線形比例して応答するように構成され得る。従って、
中間電極１１０６の移動を制御するために用いられる電圧と、電極１１０２と電極１１１
０との間の中間電極１１０６の位置との間には線形の関係性が存在する。
【００７１】
　スイッチ１１２２を用いて中間電極１１０６に電荷を与えることは、中間電極１１０６
の寄生ローディングを生じさせ得る。例えば、中間電極１１０６が完全には電気的に絶縁
されていないと、中間電極１１０６に蓄積した電荷Ｑが、電極１１０２と電極１１１０と
の間の位置で変化し得る。このＱの変化は、電荷に対する中間電極１１０６の応答に影響
し得る。中間電極１１０６が完全には電気的に絶縁されていないと、そこから上部電極１
１０２及び下部電極１１１０の各々にまで取り付いた寄生キャパシタンスが存在する。ま
た、蓄積した電荷Ｑの一部が、時間と共に、中間電極１１０６からスイッチ１１２２を通
って漏れ得る。
【００７２】
　多様なシステム及び方法を用いて、寄生キャパシタンスを考慮することができ、例えば
特許文献１（“Ａｎａｌｏｇ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｒｉｃ　Ｍｏｄｕｌａｔｏｒ”
との名称で２０１１年８月２日発行）に記載のものが挙げられる。例えば、変調器１１０
０は、中間電極１１０６と直列に且つ寄生キャパシタンス１１４０及び１１４２に並列に
接続されたキャパシタを含むことによって寄生キャパシタンスを考慮するように構成され
得る。従って、中間電極１１０６からスイッチ又は直列キャパシタまでの電気接続無しで
、中間電極１１０６に対して電荷を与えて、次に電荷を絶縁することが有利である。この
ように電気的に絶縁された電極は、寄生ローディング又は電荷漏れの問題を低減すること
ができる。
【００７３】
〈中性の電気的に絶縁された電極の作動〉
　図１２は、中間電極に電気的に接続されたスイッチ又は直列キャパシタを用いずに二つ
の帯電した電極間で移動又は作動可能な中間電極を含むアナログ干渉変調器１２００の斜
視図の一例を示す。図２１～図２３を参照して以下で詳述するように、中間電極に電気的
に接続されたスイッチ又は直列キャパシタを用いずに、中間電極をいずれかの帯電した電
極に向けて移動させて、中間電極上に電荷を与えることができる。
【００７４】
　変調器１２００は、上部電極１２０２と、一定のギャップｇによって上部電極１２０２
から離隔された下部電極１２１０とを含む。可動中間電極又はプレート１２０６が、ギャ
ップｇ内に配置されていて、上部電極１２０２から距離ｄ２で離隔され、下部電極１２１
０から距離ｄ１で離隔され得る。中間電極１２０６は金属反射体又はミラーであり得る。
中間電極１２０６がギャップｇ内に配置される際に、中間電極１２０６は電気的に絶縁可
能であり、つまり、外部部品（例えばスイッチ）に電気的に接続されていない。また、中
間電極１２０６は電荷中性であり、負電荷と同じ総数の正電荷を有する。一部実施形態で
は、電極１２０２、１２０６及び１２１０は薄膜電極である。一部側面では、例えば、薄
膜上部電極１２０２の横寸法がＤであり、薄膜上部電極１２０２の厚さが、横寸法の１０
分の１以下（Ｄ／１０以下）である。一部実施形態では、三つの電極の各々が、離隔距離
ｄ１及びｄ２と比較して薄い厚さを有する。例えば、三つの電極の各々の厚さは、離隔距
離ｄ１及びｄ２よりも一桁以上薄いものであり得る。
【００７５】
　中間電極１２０６は、構造体又は部品（図１２に示さず）によって機械的に接続及び／
又は支持され得る。しかしながら、このような構造体（又は部品）は、中間電極１２０６
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を電気的に絶縁したままにするように構成可能である（例えば、構造体は、中間電極１２
０６を電気的に絶縁するのに有用な物質で形成され得る）。図２１、図２６及び図３４を
参照して以下で詳述するように、このような構造体は、中間電極１２０６に対して復元機
械力を与えて、中間電極１２０６をギャップｇ内の特定の位置に戻すばねを含み得る。
【００７６】
　上部電極１２０２と下部電極１２１０との間に電場を印加すると、帯電していない電気
的に絶縁された中間電極１２０６を、上部電極１２０２又は下部電極１２１０のいずれに
向けて作動又は移動させることができる。一実施形態では、これは、上部電極１２０２及
び下部電極１２１０の一方を他方と異なるサイズに構成することによって達成される。例
えば、図１２に示される実施形態では、上部電極１２０２が表面積Ａ２を有する一方、下
部電極１２１０が、Ａ２よりも大きい表面積Ａ１を有する。他の側面では、下部電極１２
１０は、上部電極１２０２の表面積Ａ２よりも小さい表面積Ａ１を有し得る。中間電極１
２０６は、下部電極１２１０の表面積よりも小さい又は略等しい表面積を有し得る。
【００７７】
　上部電極１２０２及び下部電極１２１０にわたる電圧Ｖの印加は、二つの電極間に不均
一な電場を生じさせる。変調器１２００の実施形態は、上部電極１２０２及び下部電極１
２１０にわたって電圧Ｖを印加して不均一な電場を生じさせるように構成された制御回路
を含み得る。
【００７８】
　図１３は、図１２に示されるアナログ干渉変調器の構成の等価回路の例を示す。Ｃ１は
、下部電極１２１０と中間電極１２０６との間のキャパシタンスを表し、Ｃ２は、上部電
極１２０２と中間電極１２０６との間のキャパシタンスを表す。ΔＶ１は、下部電極１２
１０と中間電極１２０６との間の電位差を表し、以下の式で与えられる：
【数１】

【００７９】
　ΔＶ２は、上部電極１２０２と中間電極１２０６との間の電位差を表し、以下の式で与
えられる：
【数２】

【００８０】
　上部電極１２０２及び下部電極１２１０に電圧Ｖを印加することは、上部電極１２０２
及び下部電極１２１０に対して同じ大きさを有する電荷を提供する。これらの帯電した電
極のいずれかによって中間電極１２０６に働く電気力は、帯電した電極の表面積に反比例
する。しかしながら、この例では、上部電極１２０２の表面積が下部電極１２１０の表面
積よりも小さいので、上部電極１２０２は、下部電極１２１０よりも大きな電気力を中間
電極１２０６に対して働かせる。下部電極１２１０の表面積が上部電極１２０２の表面積
よりも小さい実施形態では、下部電極１２１０が、上部電極１２０２よりも大きな電気力
を中間電力１２０６に対して働かせる。
【００８１】
　中間電極１２０６に対して作用する正味の力を、キャパシタンスＣ１及びＣ２に対する
平行プレート近似を用いて求めることができる。上部電極１２０２及び下部電極１２１０
が静止しているので、中間電極１２０６に対する正味の電気力を以下のように近似するこ
とができる：
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【数３】

ここで、ε０は真空の誘電率を表し、Ａ１は下部電極１２１０の表面積を表し、Ａ２は上
部電極１２０２の有効表面積を表し、ΔＶ１は下部電極１２１０と中間電極１２０６との
間の電位差を表し、ΔＶ２は上部電極１２０２と下部電極１２０６との間の電位差を表し
、ｄ１は中間電極１２０６と下部電極１２１０との間の距離を表し、ｄ２は中間電極１２
０６と上部電極１２０２との間の距離を表す。Ａ１＝Ａ、Ａ２＝αＡ（αは面積係数）と
してみると、力の式が以下のように単純化される：

【数４】

【００８２】
　従って、上部電極１２０２の表面積が下部電極１２１０の表面積よりも小さい実施形態
では、異なる面積を有する電極にわたる電場の印加が、電荷中性の電気的に絶縁された中
間プレート１２０６に対して正味上向きの力をもたらし、それを上部電極１２０２に向け
て上方に移動させる。中間プレート１２０６は、上部電極１２０２と接触するように、又
は上部電極１２０２の上の及び／又は上部電極１２０２と電気的に導通したコンタクト（
例えば抵抗コンタクト）と接触するように上向きに移動するように構成される。図２３及
び図２５を参照して以下で詳述するように、中間電極１２０６と上部電極１２０２との間
の接触は、中間電極１２０６に対する電荷を変更することができる。
【００８３】
　図１４は、図１２のアナログ干渉変調器の構成において、中間電極１２０６に対して作
用する正味上向きの電気力が、上部電極１２０２と中間電極１２０６との間の距離ｄ２で
どのように変化するのかを示すグラフの例を示す。この例では、上部電極１２０２と下部
電極１２１０との間に印加される電圧Ｖは１００ボルトであり、面積係数αは０．２５で
あり、全ギャップ距離ｇは１０００ｎｍであり、画素サイズは５３μｍであり、この例で
は、２８０９μｍ２の面積Ａをもたらす。
【００８４】
　一部実施形態では、下部電極１２１０は、上部電極１２０２の表面積Ａ１よりも小さな
表面積Ａ２を有し得る。このような場合、上部電極１２０２と下部電極１２１０との間の
電圧の印加は、不均一な電場と、中間電極１２０６に対する正味下向きの力とをもたらし
、下部電極１２１０と接触するように中間電極１２０６を動かすことができる。本明細書
中で説明されるように、これを用いて、下部電極１２１０との物理的接触によって中間電
極１２０６を帯電させることができる。
【００８５】
　上部電極１２０２及び下部電極１２１０は、電極Ｖが上部電極１２０２及び下部電極１
２１０にわたって印加された際に、電気的に絶縁された電荷中性中間電極１２０６を移動
させることができる電場をそれらの間に生成するように構成可能である。上部電極と中間
電極との間のキャパシタンスであるＣｔｏｐと、中間電極と下部電極との間のキャパシタ
ンスであるＣｂｏｔという二つのキャパシタの直列の組み合わせは以下のように与えられ
、
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【数５】

ここで、ε０は自由空間の誘電率であり、εｔｏｐは上部電極と中間電極との間の頂部ギ
ャップを占める比誘電率であり、Ａ１は上部電極の表面積であり、εｂｏｔは下部電極と
中間電極との間の下部ギャップを占める比誘電率であり、ｄ２は上部電極と中間電極との
間のギャップであり、ｇは上部電極と下部電極との間の総距離であり、Ａは他の下部電極
及び中間電極の表面積である。電極面積及び誘電率が頂部キャパシタ部分及び底部キャパ
シタ部分の両方に対して同じであると、総キャパシタンス値は一定であり、上部電極と下
部電極との間のギャップ（例えば、距離ｄ２）に依存しない。電極サイズ及び／又はギャ
ップに充満する媒体の誘電率が不均衡であると、総キャパシタンスは、中間電極が上部電
極と下部電極との間に配置されている箇所の関数となる。電気システムは、上方又は下方
に単調に中間電極を移動させることによってキャパシタンスを増大させようとして、この
増加キャパシタンス（ギャップ距離での増加）の不均衡は、絶縁されて帯電していない中
間電極に作用する力になり得る。
【００８６】
　図１２を参照して上述した一実施形態では、二つの異なる表面積を有する上部電極１２
０２及び下部電極１２１０は、電気的に絶縁された電荷中性中間電極１２０６を移動させ
ることができる電場をそれらの間に生成するように構成される。上述のように、総キャパ
シタンスは、中間電極１２０６が上部電極１２０２と下部電極１２１０との間に配置され
ている箇所の関数である。上部電極１２０２及び下部電極１２１０にわたる電圧Ｖの印加
は、中間電極１２０６に影響して上部電極１２０２又は下部電極１２１０に向けて移動さ
せることができる不均一電場を生じさせる。他の例では、電気的に絶縁された電荷中性中
間電極１２０６を、異なる形状を有する上部電極と下部電極との間に発生させた電場によ
って移動させることができる。一実施形態では、異なる形状を有する上部電極及び下部電
極は同じ又は実質的に同じ表面積を有する。他の実施形態では、異なる形状を有する上部
電極及び下部電極は異なる表面積を有する。このような実施形態は、上部電極と下部電極
との間の特定の領域内により多くの電気力線を発生させて、このような領域内の電場の流
束を増大させる。図１５Ａを参照して後述する他の例では、上部電極と下部電極との間に
印加される電圧が、上部電極付近の接地された相補電極と共に、電気的に絶縁された電荷
中性中間電極に影響して、上部電極に向けて移動させる電場を生成することができる。更
に他の実施形態では、平行プレート電極構成として近似することができない下部電極及び
上部電極の構成が、電気的に絶縁された電荷中性中間電極を移動させることができる電場
を生成することができる。更に他の実施形態では、上部電極１２０２と中間電極１２０６
との間の上部ギャップ、若しくは下部電極１２１０と中間電極との間の下部ギャップが、
誘電流体又はガスで充填され得て、又は上部ギャップ及び下部ギャップの両方が誘電流体
又はガスで充填され得る。上部ギャップが変化する際のキャパシタンスの変化率は、下部
ギャップが変化する際のキャパシタンスの変化率と異なり、上部電極１２０２及び下部電
極１２１０にわたって電圧Ｖが印加された際に、中間電極１２０６を上部電極１２０２又
は下部電極１２０６に向けて移動させる。特定の実施形態は、不均一な電場及び／又は特
定のキャパシタンス特性に関係するものとして説明され得るが、当業者は、このような実
施形態の電気特性及び物理的特性を特徴付けて説明する他の方法が存在し、本明細書に含
まれる説明が限定的なものではないことを理解されたい。
【００８７】
〈複合電極構成〉
　図１５Ａは、中間可動電極１５０６と、上部電極１５０２と、上部電極１５０２から一
定のギャップｇで離隔された下部電極１５１０とを含むアナログ干渉変調器１５００の断
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面図の例を示す。緩和（又は非作動）位置では、中間電極１５０６は電気的に絶縁されて
いて、ギャップｇ内に位置する。中間電極１５０６は、この構成において正味ゼロの電荷
を有することができる。
【００８８】
　また、変調器１５００は、上部電極１５０２に対して横方向に整列された相補電極１５
２４も含む。図示される実施形態では、相補電極１５２４は、接地されて、上部電極１５
０２から電気的に絶縁されて、相補電極１５２４及び上部電極１５０２が二つの電気的に
別個の電極となる。
【００８９】
　しかしながら、図１５Ｂに示され、図３２を参照して以下で詳述されるように、上部電
極１５０２及び相補電極１５２４は、“複合”電極１５２６を形成する較正プロセスの間
、電気的に接続されるように構成可能である。図１５Ｂは、複合電極１５２６が形成され
た後のアナログ干渉変調器１５００の例を示す。本願において、“複合電極”とは、電気
的に接続された状態にある複合電極内に含まれた二つの電極を指称する。複合電極１５２
６は表面Ａ２を有し、これは、一部実施形態では、下部電極１５１０の表面積Ａ１と同じ
又は実質的に同じである。一実施形態では、相補電極１５２４が上部電極１５０２に電気
的に接続されて複合電極１５２６を形成する際に、その複合電極１５２６は平行プレート
として構成されて、複合電極１５２６及び下部電極に１５１０にわたる電圧の印加が、略
均一な電場を発生させるようにする。この均一な電場を、通常のＩＭＯＤ動作中に用いて
、例えば、中間電極１５０６を多様な位置に移動させて多様な色を反射することができる
。また、図２６～図３３を参照して説明される作動プロセス及び較正プロセス中に、相補
電極１５２４は、後述のように中間電極１５０６の作動及び較正を補助することができる
。
【００９０】
　一部実施形態では、相補電極１５２４は、中間電極１５０６の下方に配置されて、下方
電極１５１０に対して横方向に整列され得て、下部電極１５１０及び相補電極１５２４が
複合電極１５２６を形成するようになる。
【００９１】
　相補電極１５２４が接地されていて上部電極１５０２から電気的に絶縁されている図１
５Ａを再び参照すると、図１５Ａに示される電極構成は、所定の印加電圧Ｖに対して中間
電極１５０６に作用する上向きの電気力を増大させることができる。相補電極１５２４は
、その右端及び左端において中間電極１５０６の上面１５２８上の正電荷を誘起すること
ができる。中間電極１５０６は正味電荷中性で電気的に絶縁されているので、下部電極１
５１０は、図１２に示される構成よりも少ない正電荷を中間電極１５０６の下面１５３０
上に誘起する。結果として、中間電極１５０６に作用する上向きの力の大きさが、電場の
不均一性が異なる面積の上部電極及び下部電極によってのみ達成されている図１２に示さ
れる構成と比較して増大する。
【００９２】
　図１６は、図１５Ａに示されるアナログ干渉変調器の構成を等価回路として特徴付ける
概略図の例を示す。以下、中間電極１５０６に作用する力を、図１６を参照して詳述する
。この実施形態では、下部電極１５１０の表面積はＡであり、上部電極１５０２の表面積
はαＡであり、接地された相補電極１５２４の表面積は（１－α）Ａである。上部電極１
５０２と中間電極１５０６との間の電位差は以下の式によって与えられる：
【数６】

下部電極１５１０と中間電極１５０６との間の電位差は以下の式によって与えられる：
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【数７】

中間電極１５０６に作用する正味の力は上向きであり（例えば上部電極１５０２に向かう
）、以下の式によって与えられる：

【数８】

式（８）を上記式（４）と比較すると、図１５Ａに示される実施形態に対応する式（８）
に示される正味の力の大きさが、図１２に示される実施形態で中間電極１２０６に作用す
る正味の力の大きさよりも大きいことは明らかである。
【００９３】
　図１７は、図１２の構成の中間電極１２０６及び図１５Ａの構成の中間電極１５０６に
作用する正味上向きの力の大きさを、上部電極１２０２、１５０２と中間電極１２０６、
１５０６との間の距離ｄ２の関数として、対数目盛りで示す。両実施形態において、上部
電極１２０２、１５０２と下部電極１２１０、１５１０との間に印加される電圧Ｖは１０
０ボルトであり、面積係数αは０．２５である。図１７は、図１５Ａの構成（相補電極１
５２４が接地されていて上部電極１５０２から電気的に絶縁されている）の中間電極１５
０６に作用する正味の力Ｆの大きさが、単一の上部電極１２０２の構成の中間電極１２０
６に作用する正味の力Ｆの大きさよりも大きいこと（ｄ２が７００ｎｍ以下において）を
示している。従って、図１５Ａに示される電極構成は、所定の電圧Ｖに対して中間電極１
５０６に作用する上向きの電気力を増大させ得る。
【００９４】
　図１８～図２０は、電気的絶縁及び／又は接続が可能であり複合電極を形成する上部電
極及び相補電極を含む多様な電極構成を示す。図１８は、図１５Ａに示される相補電極１
５２４及び上部電極１５０２の平面図の例を示す。この実施形態では、複合電極は、リン
グ状に形成可能であり、円形の上部電極１５０２がリング状の相補電極１５２４に電気的
に接続される。相補電極１５２４は上部電極１５０２に対して横方向に整列される。この
構成では、上部電極１５０２は、リング状の相補電極１５２４の内部に側面にそって配置
される。
【００９５】
　本明細書で説明される複合電極の実施形態は円形又はリング状に限定されない。例えば
、図１９は、正方形のフレーム状の相補電極１９２４に対して電気的絶縁及び／又は接続
される正方形の上部電極１９０２を含む他の電極構成の例を示す。上部電極１９０２は、
正方形の相補電極１９２４の内部に側面にそって配置される。電気的に接続されると、上
部電極１９０２及び相補電極１９２４は、下部電極１９１０の表面積に実質的に等しい表
面積を有する複合電極を形成することができる。
【００９６】
　図２０は、インターロッキング構成の例を示し、相補電極２０２４が上部電極２００２
に対して横方向に整列される。互いに電気的に接続されると、電極２００２及び２０２４
は、下部電極２０１０の表面積に等しい又は実質的に等しい表面積を有する複合電極を形
成することができる。当業者は、複合電極の他の形状及び構成も可能であることを理解さ
れたい。
【００９７】
〈電極に対する電荷の印加〉
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　上述のアナログ干渉変調器の実施形態は、電荷中性の電気的に絶縁された中間電極を作
動させて、不均一な電場の存在下において、中間電極を上部電極又は下部電極に向けて移
動させることができる。以下、図２１～図２５を参照して、その移動を作動させた後に中
間電極に電荷を与える方法を説明する。
【００９８】
　〈電極の直接帯電〉
　図２１は、中間電極２１０６と、上部電極２１０２と、下部電極２１１０とを含むアナ
ログ干渉変調器２１００の断面図の例を示す。この実施形態では、上部電極２１０２は、
中間電極２１０６及び下部電極２１１０の表面積よりも小さい表面積を有する。中間電極
２１０６は、上部電極２１０２と下部電極２１１０との間の不均一な電場の存在下におい
て作動する前のものとして示されている。作動の前に、中間電極２１０６は、上部電極２
１０２と下部電極２１１０との間のギャップｇ内の第一の位置に配置されている。図１２
を参照して上記で詳述したように、中間電極２１０６は第一の位置において電気的に絶縁
されている。作動の前において、中間電極２１０６は正味中性の電荷を有する。また、変
調器２１００は、一つ以上の電気コンタクト、例えば、上部電極２１０２上に配置された
一つ以上の導電性ポスト２１３２を含むことができる。
【００９９】
　図２２は、図２１の変調器２１００の中間電極に電荷を与えるための一方法２２００を
示すフローチャートの例を示す。方法２２００は、帯電作動電圧Ｖｃｈａｒｇｅを印加し
て、上部（又は第一の）電極２１０２と下部（又は第二の）電極２１１０との間の不均一
な電場を生じさせるブロック２２０２で開始する。一部実施形態では、電圧Ｖｃｈａｒｇ

ｅは１００ボルト以下である。他の実施形態では、電圧Ｖｃｈａｒｇｅは略１０ボルトと
略２０ボルトとの間であり得る。場合によっては、電圧Ｖｃｈａｒｇｅは略２０ボルト以
下である。上記において詳述したように、中間電極２１０６は、異なる面積を有する電極
２１０２と電極２１１０との間の不均一な電場の影響下において、上部電極２１０２又は
下部電極２１１０のいずれかに向けて作動及び移動可能である。
【０１００】
　ブロック２２０４では、帯電作動電圧を印加すると、電極２１０６が、ギャップｇ内に
おいて、第一の電極又は第二の電極に向けて移動する。図２２の残りの記載は、上部（第
一の）電極を参照したプロセスを説明するものであるが、方法２２００が、適切な極性の
印加帯電作動電圧を用いて下部電極でも実施可能であることは理解されたい。中間電極２
１０６が上部電極２１０２に向けて移動する実施形態では、中間電極２１０６は、上部電
極２１０２に向かう不均一電場の影響下において上向きに移動する。言い換えると、中間
電極２１０６は、ギャップｇ内において、第一の位置から離れて、上部電極２１０３に近
い第二の位置に向けて移動する。ブロック２２０６において、中間電極２１０６は、ギャ
ップｇ内において第二の位置に移動して、上部電極２１０２に電気的に接続された導電構
造体（例えば、導電性ポスト２１３２）に接触する。中間電極２１０６がギャップｇ内の
第二の位置にある例が、図２３に示されている。
【０１０１】
　図２３は、中間電極２１０６が上部電極２１０２上の導電性ポスト２１３２と接触した
後における、第二の位置にある中間電極２１０６を示す干渉変調器２１００の断面図の一
例を示す。第二の位置に移動すると、中間電極２１０６は、導電性ポスト２１３２に接触
し、中間電極２１０６は上部電極２１０２に電気的に接続して、最早電気的に絶縁されて
いない。
【０１０２】
　図２２を再び参照すると、次のブロック２２０８において、中間電極２１０６上の電荷
を変更する。電気的接触がなされた後において、中間電極２１０６は、その電荷の散逸又
は“漏れ”によって、その負電荷の一部を導電性ポスト２１３２を介して失い始める。従
って、中間電極２１０６は、第二の位置では電荷中性ではなく、漏れが続くと次第に正に
帯電するようになる。一部実施形態では、導電性ポスト２１３２は、中間電極２１０６上
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の電荷の変化率を低減する抵抗を提供する抵抗ポストである。一部実施形態では、抵抗器
が、導電性ポスト２１０６と接地との間の経路に存在する。
【０１０３】
　中間電極２１０６と上部電極２１０２との間の接触を感知して、電荷が中間電極２１０
６から漏れ始める時間を測定することができる。一実施形態では、ブロック２２０８にお
いて中間電極２１０６上の電荷が変化し始めると、帯電作動電圧Ｖｃｈａｒｇｅを、選択
された較正電圧Ｖｃａｌに低下させる。所定の較正電圧Ｖｃａｌを求める方法については
、図３１のブロック３１０４を参照して、以下で検討する。
【０１０４】
　負電荷が中間電極２１０６から散逸する速度も求めることができる。一実施形態（図３
７を参照して詳述する）では、中間電極２１０６と上部電極２１０２との間の導電経路の
抵抗を増大させることによって、散逸速度を低下させることができる。例えば、導電性ポ
スト２１３２を抵抗器を介して上部電極２１０２に接続することによって、抵抗を増大さ
せることができる。代わりに、導電性ポスト２１３２を高抵抗物質で形成し得る。
【０１０５】
　中間電極２１０６が正味正の電荷を発達させると、中間電極２１０６に作用する正味上
向きの電気力が減少する。最終的には、中間電極２１０６は、中間電極２１０６に作用す
る上向きの電気力が、中間電極２１０６に作用する機械的ばね力によって中間電極２１０
６に働く下向きの機械力と最早バランスをとれなくなるのにちょうど十分な正味正の電荷
を発達させる。
【０１０６】
　ブロック２２１０では、中間電極２１０６は、導電性ポスト２１３２との接触を断ち、
上部電極２１０２から離れて、ギャップｇ内の第三の位置に向けて下向きに移動する。一
実施形態では、中間電極２１０６は、接触が断たれた後に、導電性ポストの直下の第三の
位置に移動する。本願において、導電性ポスト２１３２の“直下”に位置する中間電極２
１０６は、導電性ポスト２１３２と物理的に接触していない。一実施形態では、中間電極
２１０６が導電性ポスト２１３２の直下の第三の位置に移動する際、中間電極２１０６は
、導電性ポスト２１３２の下略１０ナノメートルの距離に移動する。導電性ポスト２１３
２との電気的接触が断たれた後、中間電極２１０６は電気的に絶縁される。第一の位置に
おける正味中性の中間電極２１０６とは対照的に、中間電極は、第三の位置において正に
帯電している。
【０１０７】
　次に、方法２２００は、中間電極２１０６上の電荷が較正されるブロック２２１２に進
む。中間電極２１０６上の電荷を較正するためのデバイス及び方法については、図３９～
図４１を参照して後述する。
【０１０８】
　ブロック２２１０において、中間電極２１０６が第三の位置に移動する際、中間電極２
１０６上の正電荷の量が、中間電極２１０６を保持するばね力の強度（例えば、ばねの剛
性）に関係している。ばね力が強いほど、すぐに中間電極２１０６は導電性ポスト２１３
２との接触を断ち、長く接触していた場合よりも少ない正電荷を有するようになる。一実
施形態では、例えば、第一の中間電極Ａを支持するばねは、第二の中間電極Ｂを保持する
ばねよりも比較的剛性である。結果として、比較的強いばね機械力が第一の中間電極を上
部電極２１０２から下に移動させるように働く前に、負電荷は第一の中間電極Ａからあま
り漏れない（従って、第一の中間電極Ａにはあまり正電荷が与えられない）。対照的に、
比較的弱いばねによって働く機械力が、第二の中間電極Ｂに作用する上向きの電気力を超
える前に、より多くの負電荷が第二の中間電極Ｂから漏れる（より多くの正電荷が第二の
中間電極Ｂに与えられる）。
【０１０９】
　〈電極の誘導帯電〉
　図２４は、電荷中性の電気的に絶縁された中間電極上に電荷を与えることができるアナ
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ログ干渉変調器２４００の断面図の一例を示す。変調器２４００は、図２１に示される変
調器２１００と同様のものであり、中間電極２４０６と、上部電極２４０２と、下部電極
２４１０とを含む。この実施形態では、変調器２４００は、上部電極２４０２に対して横
方向に整列された相補電極２４２４を含む。図１５Ｂに示される複合電極１５２６を参照
して上述したように、相補電極２４２４及び上部電極２４０２は、電気的に接続可能であ
り、複合電極を形成する。しかしながら、図２４に示される実施形態では、相補電極２４
２４は上部電極２４０２から電気的に絶縁されていて、接地されている。
【０１１０】
　図示されるように、中間電極２４０６は、作動前において、上部電極２４０２と下部電
極２４１０との間のギャップ内の第一の位置に配置されている。中間電極２４０６は第一
に位置において電気的に絶縁されている。作動前において、中間電極２４０６は正味中性
の電荷を有する。また、変調器２４００は、一つ以上の電気コンタクトを含むことができ
る。例えば、一つ以上の導電性ポスト２４３２が相補電極２４２４上に配置される。
【０１１１】
　アナログ変調器２４００の実施形態は、図２２に示される方法２２００に従い、誘導に
よって中間電極２４０６に電荷を与えることができる。例えば、帯電作動電圧Ｖｃｈａｒ

ｇｅを印加して、上部又は第一の電極２４０２と下部又は第二の電極２４１０との間に不
均一な電場を生成する。ブロック２２０４において、中間電極２４０６は、不均一な電場
の影響下において上部電極２４０２に向けて上向きにギャップ内を移動する。中間電極２
４０６は、ギャップ内において第一の位置から離れて、上部電極２４０２に近い第二の位
置に向けて移動する。ブロック２２０６において、中間電極２４０６は、ギャップ内の第
二の位置に移動して、相補電極２４２４上の導電性ポスト２４３２と接触し、中間電極２
４０６が電荷を受け取る。
【０１１２】
　図２５は、中間電極２４０６が相補電極２４２４上の導電性ポスト２４３２と接触した
後における、第二の位置にある中間電極２４０６を示す変調器２４００の断面図の一例を
示す。中間電極２４０６が導電性ポスト２４３２と接触すると、中間電極２４０６は最早
電気的に絶縁されておらず、第二の位置において相補電極２４２４に直接電気的に接続さ
れる（導電性ポスト２４３２を介して）。この中間電極２４０６と相補電極２４２４との
間の接触は、接地経路を提供して、中間電極２４０６の誘電帯電を提供する。
【０１１３】
　図２２のブロック２２０８において、中間電極２４０６上の電荷が変更される。電気的
接触がなされた後、中間電極２４０６上の正電荷は、導電性ポスト２４３２を通って散逸
（漏れ）始める。従って、中間電極２４０６は、第二の位置において電荷中性ではなく、
漏れが続くと次第に負に帯電していく。中間電極２４０６上の電荷が散逸する速度は制御
可能である。例えば、図２９を参照して説明される一実施形態では、散逸速度を、相補電
極２４２４及び導電性ポスト２４３２を接地する抵抗器（図２４～図２５に示さず）を用
いて、低下させる。
【０１１４】
　ブロック２２０８で放電が始まると、帯電作動電圧Ｖｃｈａｒｇｅを選択された較正電
圧Ｖｃａｌに低下させることができる。放電が続き中間電極２４０６が正味負の電荷を発
達させると、上部電極２４０２と中間電極２４０６との間の引力が弱まる。最終的には、
中間電極２４０６は、中間電極２４０６に作用する上向きの電気力が最早、中間電極２４
０６をギャップ内に配置する中間電極２４０６に働く下向きの機械力とバランスがとれな
くなるのにちょうど十分な正味負の電荷を発達させる。
【０１１５】
　図２２を再び参照すると、図２５に示される接触の後、ブロック２２１０において、中
間電極２４０６は導電性ポスト２４３２との接触を断ち、上部電極２４０２から離れてギ
ャップ内の第三の位置に向けて下向きに移動する。中間電極２４０６がブロック２２１０
でリリースされる際、中間電極２４０６上の正電荷の量は、上記で詳述したように、中間
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電極２４０６を保持するばねの剛性に関係している。
【０１１６】
　導電性ポスト２４３２との電気的接触を断って第三の位置に移動した後、中間電極２４
０６は再び電気的に絶縁されるが、今度は負に帯電している。従って、アナログ干渉変調
器２４００の実施形態は、中間電極を不均一な電場に晒して、中間電極を帯電したプレー
ト（例えば、上記実施形態では、相補電極２４２４）と接触するように移動させることに
よって正味中性の電気的に絶縁された中間電極を誘導帯電させることができる。
【０１１７】
　次に、方法２２００は、中間電極２４０６上の電荷を較正するブロック２２１２に進む
。中間電極２４０６上の電荷を較正するためのデバイス及び方法については、図３１～図
３３を参照して後述する。
【０１１８】
　当業者は、本明細書で説明される作動及び帯電の方法及びデバイスが、印加電圧に晒さ
れる上部電極２４０２に限定されないことを理解されたい。例えば、一実施形態では、上
部電極２４０２が接地されて、帯電作動電圧が相補電極２４２４と下部電極２４１０との
間に印加されて、不均一な電場を生成する。このような実施形態では、導電性ポスト２４
３２を、上部電極２４０２の上に配置することができる。
【０１１９】
〈電極上の電荷の較正〉
　電極上に電荷を作動及び提供することに加えて、本明細書で説明されるアナログ干渉変
調器の実施形態は、電極上に印加された電荷を較正することができる。干渉変調器のアレ
イ内の中間電極上の電荷の較正は、中間電極を保持する機械的構造体のばね定数のばらつ
きを補償することができる。以下で詳述する較正プロセスに続いて、一組の正又は負に帯
電した電気的に絶縁された電極はそれぞれの上部電極と下部電極との間に懸架される。較
正された各中間電極上の正（又は負）電荷は、その電極を保持する特定のばねの剛性の関
数である。
【０１２０】
　例えば、本明細書で説明される較正プロセスの後において、比較的弱いばねによって支
持されている中間電極Ｅ１は、比較的強いばねによって支持されている中間電極Ｅ２より
も少ない正電荷を有する。一つのグローバル電圧（例えば１ボルト）をＥ１及びＥ２に付
随しる上部電極及び下部電極にわたり印加すると、印加電場によりＥ１及びＥ２に結果と
して作用する電気力は、Ｅ１及びＥ２上の電荷に比例する。より多くの正電荷でＥ２に作
用する力は、より少ない正電荷でＥ１に作用する力よりも大きい。Ｅ２に作用するより大
きな電気力は、そのより硬いばねによって働くより大きな機械力を補償することができて
、同じ印加電圧でＥ１と同じ位置に移動する。従って、一組の中間電極上の電荷の較正を
用いて、ばね定数のばらつきに関わらず、複数の電極を同じ位置に移動させることができ
る。
【０１２１】
　〈電極の誘電帯電及び較正〉
　電荷中性の電気的に絶縁された電極を誘導帯電させて較正するためのシステム及び方法
を、図２６～図３３を参照して以下詳述する。
【０１２２】
　図２６は、電荷中性の電気的に絶縁された電極上に電荷を与えることができて、そして
電極に作用する特定の機械的ばね力を考慮するようにその電荷を較正することができるア
ナログ干渉変調器２６００の断面図の例を示す。変調器２６００は、下部又は第二の電極
２６００からギャップｇで離隔された上部又は第一の電極２６０２を含む。また、変調器
２６００は、上部電極２６０２に対して横方向に整列された相補電極２６２４も含む。ま
た、変調器２６００は、相補電極２６２４を上部電極２６０２に電気的に接続することが
できるスイッチ２６３８、又は代わりに、相補電極２６２４を接地することができるスイ
ッチ２６３８も含む。
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【０１２３】
　また、変調器２６００は、ギャップｇ内に懸架され且つばね２６３４によって支持され
た中間電極２６０６も含む。図２６に示されるように、中間電極２６０６が第一の位置に
おいてギャップｇ内に懸架されていると、中間電極２６０６は電気的に絶縁されている。
また、中間電極は第一の位置において電荷中性である。中間電極２６０６が第一の位置か
ら離れて移動すると、ばね２６３４によって中間電極２６０６に印加された機械的復元力
が、中間電極２６０６を第一の位置に戻すように働く。
【０１２４】
　相補電極２６２４は一つ以上の導電性ポスト２６３２を含む。一部実施形態では、相補
電極２６２４は、はじめは上部電極２６０２から電気的に絶縁されていて、抵抗素子２６
３６を介して接地されている。一実施形態では、抵抗素子２６３６は、導電性ポスト２６
３２を通る電流を減少させるように構成された抵抗器である。図３２を参照して後述する
ように、相補電極２６２４及び上部電極２６０２は電気的に接続されて、複合電極２６２
６を形成することができる。
【０１２５】
　図２７は、上部電極２６０２と下部電極２６１０との間のギャップｇ内の第一の位置に
配置された中間電極２６０６を示す変調器２６００の断面図の例を示す。図１５及び図２
４を参照して上記で詳述したように、帯電作動電圧Ｖｃｈａｒｇｅを上部電極２６０２及
び下部電極２６１０に印加して、それらの間に不均一な電場を生成する。
【０１２６】
　図２８は、中間電極２６０６を不均一な電場の影響下で作動させた後の変調器２６００
の断面図の例を示す。この図では、中間電極２６０６は、第一の位置から離れて上部電極
２６０２に向けて上向きに移動しているが、中間電極２６０６は依然として電気的に絶縁
されて電荷中性のままであり、負電荷と同じ数の正電荷を有する。
【０１２７】
　図２９は、相補電極２６２４上の導電性ポスト２６３２と電気的に接触した後の第二の
位置にある中間電極２６０６の断面図の例を示す。図２５を参照して詳述したように、中
間電極２６０６上の負電荷は、上部電極２６０２上の正電荷と結合されている一方、中間
電極２６０６と相補電極２６２４との間の電気的接触は、中間電極２６０６上の正電荷を
中性化する。ばね２６３４によって中間電極２６０６に働く機械的復元力は、上部電極２
６０２と下部電極２６１０との間の電場によって働く電気力よりも小さい。中間電極２６
０６上の正電荷が導電性ポスト２６３２との電気的接触を介して散逸し続けると、中間電
極２６０６は次第に負に帯電するようになる。本明細書の上記及び他の箇所の説明では、
正電圧を下部電極２６１０と上部電極２６０２との間に印加すると仮定していた。しかし
ながら、印加帯電作動電圧が負である実施形態では、中間電極２６０６上の負電荷が散逸
して、中間電極２６０６が次第に正に帯電するようになる。
【０１２８】
　中間電極上の電荷の散逸速度は制御可能である。例えば、一実施形態では、散逸速度は
、導電性ポスト２６３２及び相補電極２６２４を抵抗器２６３６を介して接地することに
よって、制御及び／又は低減される。散逸速度を、特定の又は所望の抵抗を有する抵抗器
２６３６を選択して導電性ポスト２６３２及び相補電極２６２４を接地することによって
、低減することができる。
【０１２９】
　図３０は、ばねの復元力が中間電極２６０６に作用する電気力を超えて、中間電極２６
０６を上部電極２６０２から離して下方に引いた後における、第三の位置にある中間電極
２６０６の断面図の例を示す。中間電極は再び電気的に絶縁されるが、今度は負に帯電し
ている。中間電極２６０６上の負電荷は、中間電極２６０６を支持しているばね２６３４
の剛性に関係している。
【０１３０】
　中間電極を作動させて中間電極上に電荷を与える方法について、図２６～図３０を参照
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して説明してきた。以下、図３１～図３３を参照して、中間電極２６０６上に印加された
電荷を較正するための方法及びシステムを説明する。
【０１３１】
　図３１は、例えば図２６の変調器２６００を用いて、中間電極上の電荷量を較正するた
めの一方法３１００を示すフローチャートの例を示す。以下の開示では、図３１に示され
る方法３１００のブロックに関係する図３２及び図３３の特徴も参照する。方法３１００
は、相補電極２６２４を上部電極２６０２に電気的に接続して複合電極２６２６を形成す
るブロック３１０２で始まる。一実施形態では、電極２６２４及び２６０２は、電極２６
２４及び２６０２を絶縁又は接続するように構成された一つ以上のスイッチ２６３８で互
いに接続される。一部側面では、各変調器２６００は画素毎に２つのスイッチを含む。他
の実施形態では、スイッチ２６３８は、複合電極２６２６を形成するように開くか、複合
電極２６２６を、相補電極２６２４及び上部電極２６０２という二つの別々の電極に分割
するように閉じることができるトランジスタを含む。
【０１３２】
　図３２は、一つ以上のスイッチ２６３８が閉じて、相補電極２６２４及び上部電極２６
０２を含む複合電極２６２６を形成した後における、変調器２６００の断面図の例を示す
。相補電極２６２４は最早上部電極２６０２から電気的に絶縁されておらず、抵抗器２６
３６を介して上部電極２６０２に電気的に接続されている。ここでは、相補電極２６２４
及び上部電極２６０２の両方が接地点から電気的に絶縁されている。一つ以上のスイッチ
２６３８が閉じた後において、複合電極２６２６の表面積は、下部電極２６１０の表面積
と同じ又は実質的に同じである。
【０１３３】
　中間電極２６０６が作動して帯電した後、図２６～図３０を参照して上述したように、
中間電極２６０６は、複合電極２６２６と下部電極２６１０との間のギャップ内の第三の
位置に留まる。一部実施形態では、較正プロセスの開始時における中間電極２６０６の位
置を、“第一”の位置と称する。帯電プロセスの終了時において“第三”の位置にあると
説明されようとも、又は較正プロセスの開始時において“第一”の位置にあると説明され
ようとも、中間電極２６０６がギャップｇ内の同じ位置にあることを当業者は理解された
い。
【０１３４】
　図３１を参照すると、ブロック３１０４において、選択された較正電圧Ｖｃａｌに等し
い電圧が下部電極２６１０と複合電極２６２６との間に印加される。中間電極２６０６上
に電荷を印加するための上記帯電作動電圧とは異なり、下部電極２６１０と複合電極２６
２６との間に印加される電圧Ｖｃａｌは、電極２６０２と電極２６２６との間に実質的に
均一な電場を生成するように構成される。一部側面では、電圧Ｖｃａｌは１００ボルト以
下であり得る。他の側面では、電圧Ｖｃａｌは略１０ボルトと略２０ボルトの間であり得
る。場合によっては、電圧Ｖｃａｌは略２０ボルト以下である。コントローラは、較正プ
ロセスの間、複合電極２６２６及び下部電極２６１０にわたって較正電圧を印加するよう
に構成可能である。
【０１３５】
　一部実施形態では、較正電圧Ｖｃａｌは、変調器２６００又は変調器２６００のアレイ
の製造時に求められる。例えば、まず、変調器アレイ中の各変調器の中間電極２６０６に
作用する機械的ばね力を見積もって、アレイ内の機械的ばね力の範囲を求めることができ
る。そして、この範囲を、経年劣化、環境要因、及び変調器２６００のアレイの予想寿命
中の他の影響に起因して想定される機械的ばね力の変化を考慮するように調整する。そし
て、アレイ中の各変調器２６００に印加される単一の較正電圧Ｖｃａｌを、この情報に基
づいて選択することができる。一実施形態では、Ｖｃａｌは、アレイ中で最も強い機械的
ばね力を有する変調器２６００が複合電極２６２６と電気的に接触する第二の位置に向け
て上向きに移動することを保証するように選択される。他の実施形態では、Ｖｃａｌは、
Ｖｃａｌがアレイにわたって各変調器２６００に印加される際に、アレイ中の各変調器２
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６００の中間電極２６０６が複合電極２６２６と電気的に接触する第二の位置に向けて上
向きに移動することを保証するように選択される。
【０１３６】
　次に、本方法は、負に帯電した中間電極が、下部電極２６１０と複合電極２６２６との
間の均一な電場の影響下で複合電極２６２６に向けて上向きに移動するブロック３１０６
に進む。従って、電場によって中間電極２６０６に印加される電気力が、中間電極２６０
６０を、第一の位置から離れて、複合電極２６２６と電気的に接触する第二の位置に向け
て移動させる。次に、ブロック３１０８において、中間電極２６０６が第二の位置に達し
て、相補電極２６２４上の一つ以上の導電性ポスト２６３２を介して複合電極２６２６に
電気的に接続される。
【０１３７】
　図３２は、第二の位置にあり導電性ポスト２６３２に接触している中間電極２６０６を
示す変調器２６００の断面図の例を示す。中間電極２６０６は最早電気的に絶縁されてお
らず、第二の位置において複合電極２６２６に直接電気的に接続されている（導電性ポス
ト２６３２を介して）。
【０１３８】
　図３１を再び参照すると、ブロック３１１０において、中間電極２６０６上の電荷が変
更される。中間電極２６０６が複合電極２６２６と接触した後、中間電極２６０６がばね
２６３４の機械的復元力に最早耐えられなくなるまで、中間電極２６０６上の電荷の一部
が中性化される。
【０１３９】
　次にブロック３１１２に進むと、機械的復元力が第三の電極２６０６に印加された電気
力を超えると、中間電極２６０６は、ギャップｇ内の第三の位置に向けて下向きに移動す
る。較正プロセスにおける第三の位置（例えば図３１のブロック３１１２で参照される第
三の位置）は、作動プロセスにおける第三の位置（例えば図２２のブロック２２１０で参
照される第三の位置）と同じであり得るが、必ずしもそうとは限らない。図３３は、中間
電極が導電性ポスト２６３２から離れて、第三の位置に向けて移動し、つまり、中間電極
２６０６上に残る負電荷を絶縁した後における、変調器２６００の断面図の例を示す。中
間電極２６０６がブロック３１１２でリリースされる際に、中間電極２６０６上の負電荷
の量は、中間電極２６０６を保持するばねの剛性に関係している。以上で、変調器２６０
０が較正されて、作動範囲内にあるか、又は作動可能な状態になる。
【０１４０】
　図３３Ａは、較正された電荷Ｑｃを有する中間電極２６０６を備えたアナログ干渉変調
器の断面概略図の例を示す。較正された電荷Ｑｃは、中間電極２６０６を支持するばね２
６３４の剛性に関係している。一実施形態では、中間電極２６０６上の較正された電荷Ｑ

ｃと、中間電極２６０６を支持するばね２６３４の剛性との間の関係は以下の式で示され
る：
【数９】

ここで、ε０は真空の誘電率を表し、Ａは中間電極２６０６の表面積を表し、Ｖｃは上部
電極２６０２を帯電させる電圧を表し、ｘｃは、静止（緩和）位置にある中間電極２６０
６の位置から導電性ポスト２６３２までの距離を表し、Ｋはばね定数を表し、ｄ０はギャ
ップｇの距離を表す。
【０１４１】
　図３１を参照して説明した較正プロセスを、アレイ内の一組の変調器２６００に適用す
ることができる。図３１で説明される較正プロセスの後に、複数の負に帯電した電気的に
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絶縁された中間電極が、それぞれの上部電極と下部電極との間に懸架される。較正された
各中間電極上の負電荷は、電極を保持する特定のばねの剛性の関数である。また、較正さ
れた各中間電極上の負電荷の量は、同じ電圧が全ての中間電極にわたって印加された際に
、各中間電極が、確実且つ常に同じ位置に移動することを確実にするのに十分なものであ
る。従って、一組の中間電極上の電荷の較正を用いて、関連するばね定数のばらつきに関
わらず、電極を同じ位置に移動させることができる。
【０１４２】
　本明細書で説明される較正プロセスを用いて、ディスプレイ内の変調器２６００を較正
することができる。一実施形態では、ディスプレイは、アレイに配置された複数のアナロ
グ干渉変調器２６００を含む。駆動電圧をアレイ内の複数の干渉変調器２６００にわたっ
て印加して、ディスプレイを動作させて、データを表示することができる。ディスプレイ
の動作は、アレイ内の変調器の中間電極２６０６を、上部電極２６０２及び下部電極２６
１０によって形成されたギャップ内の多様な位置に作動又は移動させて、画像及び／又は
データを表示することを含むことができる。ギャップ内の中間電極２６０６の位置は、ア
ナログ干渉変調器の画素の反射されて表示される色を決めるのに有用である。ディスプレ
イの動作又は駆動は、複数の干渉変調器２６００の各々の中間電極２６０６から散逸する
電荷をもたらし得る。一部実施形態では、ディスプレイが動作した後に、中間電極２６０
６は電荷中性になる。他の実施形態では、ディスプレイが動作した後に、電荷が中間電極
２６０６上に残る。一部実施形態では、散逸電圧を印加して、中間電極２６０６を導電性
ポスト２６３２に接触させて、中間電極２６０６から全ての電荷を散逸させることができ
る。
【０１４３】
　そして、図２６～図３３を参照して説明した作動プロセス、帯電プロセス、及び較正プ
ロセスを、二度目にディスプレイ上にデータを表示するのに備えて、実施することができ
る。各変調器２６００の相補電極２６２４を、上部電極２６０２から電気的に絶縁して、
接地することができる。そして、図２７～図２８を参照して上述した作動プロセスを実施
することができる。例えば、帯電作動電圧を、各変調器２６００の上部電極２６０２及び
下部電極２６１０にわたって印加して、上部電極２６０２と下部電極２６１０との間のギ
ャップ内に不均一な電場を生成することができる。帯電作動電圧は、駆動電圧と同じ又は
実質的に同じであり得る。図２７～図２８を参照して説明したように、各変調器２６００
の中間電極２６０６は上部電極２６０２に向けて作動又は移動する。
【０１４４】
　そして、図２９～図３０を参照して説明した帯電プロセスをアレイ内の全ての変調器２
６００にわたって実施することができる。そして、図３１～図３３を参照して説明したよ
うに、較正プロセスを各変調器２６００に対して実施して、各中間電極２６０６に印加さ
れた電荷を較正することができる。一実施形態では、較正プロセス中に中間電極２６０６
を作動させるのに用いられる較正電圧は、帯電作動電圧よりも小さい。較正プロセスの後
に、変調器２６００は動作可能状態になる。駆動電圧を複数の変調器にわたって再び印加
して、ディスプレイを動作させて、データを表示することができて、サイクルを再び開始
する。一部実施形態では、サイクルを再び始める前に、上述のように、散逸電圧を印加し
て、中間電極２６０６を電荷中性状態に戻すことができて、又は、中間電極２６０６は、
更に帯電されて較正される際に多少の電荷を保持することができる。動作（例えばデータ
表示）、作動、帯電、及び較正の上記サイクルを有用であれば繰り返して、デバイスの寿
命における中間電極２６０６からの電荷の漏れ速度の変動を考慮するように調整すること
ができる。
【０１４５】
　〈電極のスイッチ無しでの帯電及び較正〉
　以下、図３４～図４１を参照して、スイッチを用いずに電荷中性の電気的に絶縁された
電極を帯電及び較正するためのシステム及び方法を説明する。
【０１４６】
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　図３４は、スイッチの無い較正配置を用いて、電荷中性の電気的に絶縁された電極上に
電荷を与えて、次に電極に作用する特定の機械的ばね力を考慮するように電荷を補正する
ことができるアナログ干渉変調器３４００の例を示す。変調器３４００は、ギャップｇに
よって下部又は第二の電極３４１０から離隔された上部又は第一の電極３４０２を含む。
また、変調器３４００は、ギャップｇ内に懸架されてばね３４３４によって支持された中
間電極３４０６も含む。
【０１４７】
　図３４に示されるように、中間電極３４０６が第一の位置においてギャップｇ内に懸架
される際、中間電極３４０６は電気的に絶縁されている。また、中間電極は第一の位置に
おいて電荷中性である。中間電極が第一の位置から離れて動くと、ばね３４３４によって
中間電極３４０６に印加された機械的復元力が、中間電極３４０６を第一の位置に戻すよ
うに働く。
【０１４８】
　変調器３４００は、上部電極３４０２に対して横方向に整列された一つ以上の抵抗コン
タクト又はポスト３４３２を含む。導電性ポスト３４３２は、抵抗素子３４３６を介して
上部電極３４０２に電気的に接続される。一実施形態では、抵抗素子３４３６は、導電性
ポスト３４３２を通る電流を減少させるように構成された抵抗器である。
【０１４９】
　図３５は、作動及び帯電プロセスの開始時における変調器３４００の断面図の例を示す
。図２７に示されるように、中間電極３４００は初め電荷中性である。帯電作動電圧Ｖｃ

ｈａｒｇｅを印加して、上部電極３４０２と下部電極３４１０との間に不均一な電場を生
成する（図１２及び図２３を参照して上記で詳述したように）。この実施形態では、印加
電圧Ｖｃｈａｒｇｅの結果として（互いに相対的に）、上部電極３４０２は正電荷を有し
、下部電極が負電荷を有する。
【０１５０】
　図３６は、図２３を参照して詳述したように中間電極３４０６が不均一な電場の影響下
において作動した後における変調器３４００の断面図の例を示す。この図では、中間電極
３４０６が第一の位置から離れて上部電極３４０２に向けて上向きに移動しているが、依
然として電気的に絶縁されていて電荷中性である。
【０１５１】
　図３７は、導電性ポスト３４３２と電気的に接触した後における、第二の位置にある中
間電極３４０６を示す変調器の３４００の断面図の例を示す。図２３を参照して詳述した
ように、中間電極３４０６と導電性ポスト３４３２との間の電気的接触は、中間電極３４
０６上の負電荷を減少させる。一実施形態では、中間電極３４０６上の電荷の変化率は、
導電性ポスト３４３２を抵抗器３４３６を介して上部電極３４０２に接続することによっ
て制御及び／又は低減される。例えば、中間電極３４０６上の電荷の変化率は、特定の又
は所望の抵抗を有する抵抗器３４３６を選択して導電性ポスト３４３２及び上部電極３４
０２を接続することによって、制御及び／又は低減可能である。
【０１５２】
　従って、中間電極３４０６は、導電性ポスト３４３２との直接接触によって帯電する。
ばね３４３４により中間電極３４０６に働く機械的復元力は、上部電極３４０２と下部電
極３４１０との間の電場によって働く電気力よりも小さい。中間電極３４０６上の負電荷
が導電性ポスト３４３２との電気的接触を介して散逸すると、中間電極３４０６は次第に
正に帯電するようになる。
【０１５３】
　図３８は、ばねの復元力が中間電極３４０６に作用する電気力を超えて、中間電極３４
０６を導電性ポスト３４３２から離して下方に引いた後における、第三の位置にある中間
電極３４０６を示す変調器３４００の断面図の一例を示す。中間電極は、再び電気的に絶
縁されるが、今度は正に帯電している。中間電極３４０６上の正電荷は、中間電極３４０
６を支持するばね３４３４の剛性に関係している。この場合、電荷を較正する較正プロセ
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スの前に、中間電極３４０６が電荷を有し、ギャップｇ内の電気的に絶縁された位置に戻
る。
【０１５４】
　中間電極３４０６を作動させて中間電極３４０６上に電荷を直接あたえる方法について
、図３４～図３８を参照して説明してきた。以下、図３９～図４１を参照して、中間電極
３３０６上に印加された電荷を較正するための方法及びシステムを説明する。
【０１５５】
　図３４～図３８を参照して上述した作動及び帯電プロセスの終了時において、中間電極
３４０６は、上部電極３４０２と下部電極３４１０との間のギャップｇ内の第三の位置に
留まっている。一部実施形態では、較正プロセスの開始時における中間電極３４０６の位
置が、“第一”の位置と称される。
【０１５６】
　図３９は、図３４の変調器３４００を用いて、中間電極上の電荷を較正するための一方
法３９００を示すフローチャートの例を示す。方法３９００は、上部電極３４０２に印加
された電圧を選択された較正電圧Ｖｃａｌに設定するブロック３９０２で開始する。Ｖｃ

ａｌを求める方法は、図３１のブロック３１０４を参照して上記で詳述している。一部実
施形態では、印加電圧の極性が逆になり、負電圧が上部電極３４０２に印加されて、正電
圧が下部電極３４１０に印加される。
【０１５７】
　ブロック３９０４では、正に帯電した中間電極が、上部電極３４０２と下部電極３４１
０との間の電場の影響下において導電性ポスト３４３２に向けて上向きに移動する。電場
によって中間電極３４０６に印加される力は、中間電極３４０６を第一の位置から離れて
、導電性ポスト３４３２と電気的に接触する第二の位置に向けて移動させる。
【０１５８】
　次に、ブロック３９０６において、中間電極３４０６が、第二の位置に移動して、導電
性ポスト３４３２に電気的に接続される。
【０１５９】
　図４０は、第二の位置にあり導電性ポスト３４３２と接触している中間電極３４０６を
示す変調器３４００の断面図の例を示す。中間電極３４０６は最早電気的に絶縁されてお
らず、第二の位置において導電性ポスト３４３２に直接電気的に接続されている。
【０１６０】
　次に、ブロック３９０８において、中間電極３４０６上の電荷が変更される。図４０に
示されるように、中間電極３４０６と導電性ポスト３４３２との間の電気的接触がなされ
ると、中間電極３３０６がばね３４３４の機械的復元力に最早耐えることができなくなる
まで、中間電極３４０６上の正電荷の一部が失われる。
【０１６１】
　次にブロック３９１０に進むと、機械的復元力が第三の電極３４０６に印加される力を
超えると、中間電極３４０６は、ギャップｇ内の第三の位置に向けて下向きに移動する。
図４１は、中間電極が導線性ポスト３４３２から離れて、第三の位置に移動することによ
って、中間電極３４０６上に残っている正電荷を絶縁した後における、変調器３４００の
断面図の例を示す。上記で詳述したように、中間電極３４０６がブロック３９１０でリリ
ースされる際、中間電極３４０６上の正電荷の量は、中間電極３４０６を支持するばねの
剛性に関係している。以上で、変調器３４００が較正されて、動作範囲内にあるか、又は
動作可能状態になる。
【０１６２】
　図３９を参照して説明した較正プロセスを、アレイ内の一組の変調器３４００に適用す
ることができる。図３９で説明される較正プロセスの後に、一組の正に帯電して電気的に
絶縁された中間電極は、それぞれの上部電極と下部電極との間に懸架される。較正された
各中間電極上の正電荷は、その電極を保持する特定のばねの剛性の関数である。一組の中
間電極上の電荷の較正を用いて、関連するばね定数のばらつきにも関わらず、所定の印加
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電圧に対して電極を同じ位置に移動させることができる。
【０１６３】
　図３９を参照して説明した較正プロセスを用いて、ディスプレイ内の変調器３４００を
較正することができる。一実施形態では、ディスプレイは、アレイに配置された複数のア
ナログ干渉変調器３４００を含む。駆動電圧を、アレイ内の複数の変調器３４００にわた
って印加して、ディスプレイを動作させて、データを表示することができる。ディスプレ
イを動作させることは、アレイ内の変調器の中間電極３４０６を、上部電極３４０２及び
下部電極３４１０によって形成されたギャップ内の多様な位置に作動又は移動させて、画
像及び／又はデータを表示することを含むことができる。ディスプレイを動作させること
は、複数の変調器３４００の各々における中間電極３３０６から散逸する電荷をもたらし
得る。一部実施形態では、ディスプレイを動作させることは、中間電極３３０６が較正さ
れていない電荷を有するように、複数の変調器３４００の各々における中間電極３３０６
から散逸する電荷をもたらし得る。一部実施形態では、散逸電圧を印加することによって
、電荷を中間電極３４０６から意図的に散逸させる。
【０１６４】
　図３４～図４１を参照して説明した作動プロセス、帯電プロセス及び較正プロセスを、
二度目にディスプレイ上にデータを表示するのに備えて実施することができる。初めに、
図３５～図３６を参照して上述した作動プロセスを実施することができる。例えば、帯電
作動電圧を、各変調器３４００の上部電極３４０２及び下部電極３４１０にわたって印加
して、上部電極３４０２と下部電極３４１０との間のギャップ内に不均一な電場を生成す
ることができる。電荷作動電圧は、駆動電圧と同じ又は実質的に同じであり得る。図３５
～図３６を参照して説明したように、各変調器３４００の中間電極３４０６を、上部電極
３４０２に向けて作動又は移動させる。
【０１６５】
　そして、図３７～図３８を参照して説明した帯電プロセスを、アレイ内の全ての変調器
３４００にわたり実施することができる。そして、図３９～図４１を参照して説明したよ
うに、較正プロセスを、各変調器３４００に対して実施して、各中間電極３４０６に印加
された電荷を較正することができる。一実施形態では、較正プロセス中に中間電極３４０
６を作動させるのに用いられる較正電圧は、帯電作動電圧よりも小さい。較正プロセスの
後に、変調器３４００は動作可能状態になる。駆動電圧を複数の変調器にわたって再び印
加して、ディスプレイを動作させて、データを表示して、サイクルを再び開始する。一部
実施形態では、複数の駆動電圧を所定の変調器に印加して、再び作動、帯電及び較正する
前の異なる時点において異なる色を表示する。一部実施形態では、サイクルを再び開始す
る前に、上述のように、散逸電圧を印加して、中間電極３４０６を電荷中性状態に戻すこ
とができて、又は、中間電極３４０６は、更に帯電及び較正される際に多少の電荷を保持
することができる。動作（例えばデータ表示）、作動、帯電、及び較正の上記サイクルを
有用であれば繰り返して、デバイスの寿命における中間電極３４０６からの電荷の漏れ速
度の変動を考慮するように調整することができる。
【０１６６】
　図３４に示される“スイッチ無し”の実施形態において中間電極上の電荷を較正するた
めに中間電極を作動させる電圧は、図２６に示される実施形態において較正のために中間
電極を作動させる電圧よりも大きい。図３４に示される“スイッチ無し”の実施形態の上
部電極３４０２は、図３２に示される実施形態の複合電極２６２６よりも小さな表面積を
有する。図１７を参照して上述したように、図３４に示される“スイッチ無し”の実施形
態のより小さな上部電極３４０２により働く力は、一般的に、図３２に示される実施形態
の複合電極２６２６による働く力よりも小さいので、より高い電圧が、中間電極を作動さ
せるのに一般的には用いられる。また、図３４に示される実施形態の上部電極３４０２と
下部電極３４１０との間のキャパシタンスは一定ではなくて、中間電極３４０６の位置の
関数であることを理解されたい。結果として、上部電極３４０２と下部電極３４１０との
間のキャパシタンスは、中間電極３４０６の変位の非線形関数である。非線形の程度は、
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上部電極３４０２と、中間電極３４０６と、下部電極３４１０との間の面積の差によって
決まる。
【０１６７】
　本明細書で説明される作動、帯電、及び較正の方法及びシステムは、電気機械システム
デバイスや、ＭＥＭＳデバイスに限定されるものではない。本明細書で説明される方法及
びシステムは、作動、電荷の印加、電極上の電荷の較正を含むあらゆるディスプレイデバ
イスにおいて使用可能であり、例えばＯＬＥＤデバイスやＬＣＤデバイスが挙げられる。
また、本明細書で説明されるデバイス、方法及びシステムは、ねじりミラー又は電極を有
するデバイスにおいても実施可能である。例えば、電気的に絶縁された電荷中性のねじり
ミラー又は電極を作動させて、不均一場の影響下において回転運動させることができる。
【０１６８】
　図４２Ａ及び図４２Ｂは、複数の干渉変調器を含むディスプレイデバイス４０を示すシ
ステムブロック図の例を示す。ディスプレイデバイス４０は例えばスマートフォンや携帯
電話であり得る。しかしながら、ディスプレイデバイス４０の同じ部品又はその若干の変
更例は、例えばテレビ、電子リーダ、携帯メディアプレーヤー等の多様なタイプのディス
プレイデバイスを表すものでもある。
【０１６９】
　ディスプレイデバイス４０は、筐体４１と、ディスプレイ３０と、アンテナ４３と、ス
ピーカ４５と、入力デバイス４８と、マイク４６とを含む。筐体４１は、多様な製造プロ
セスで形成可能であり、射出成形や真空成形が挙げられる。また、筐体は多様な物質から
作製可能であり、プラスチック、金属、ガラス、ゴム、セラミック、又はこれらの組み合
わせが挙げられるが、これらに限定されるものではない。筐体４１は、取り外し可能な部
分（図示せず）を含み得て、色が異なったり、異なるロゴ、写真、又は記号を含んだりす
る他の取り外し可能な部分と相互交換可能となり得る。
【０１７０】
　ディスプレイ３０は、本明細書で説明されるような、双安定ディスプレイやアナログデ
ィスプレイを含む多様なディスプレイのいずれかであり得る。また、ディスプレイ３０は
、例えばプラズマ、ＥＬ、ＯＬＥＤ、ＳＴＮ　ＬＣＤ、ＴＥＴ　ＬＣＤ等のフラットパネ
ルディスプレイ、又は例えばＣＲＴや他のチューブデバイス等のフラットパネルではない
ディスプレイを含むようにも構成され得る。また、ディスプレイ３０は、本明細書で説明
されるような、干渉変調器ディスプレイを含み得る。例えば、ディスプレイは、本明細書
で説明される方法を用いて動作、作動、帯電及び／又は較正されるアナログ干渉変調器画
素を含むことができる。
【０１７１】
　ディスプレイデバイス４０の構成要素が、図４２Ｂに概略的に示されている。ディスプ
レイデバイス４０は、筐体４１を含み、また、それに少なくとも部分的に取り囲まれた追
加の構成要素も含み得る。例えば、ディスプレイデバイス４０は、送受信機４７に結合さ
れたアンテナ４３を含むネットワークインターフェース２７を含む。送受信機４７はプロ
セッサ２１に接続され、そのプロセッサ２１は調整ハードウェア５２に接続される。調整
ハードウェア５２は、信号を調整する（例えば信号をフィルタリングする）ように構成さ
れ得る。調整ハードウェア５２は、スピーカ４５及びマイク４６に接続される。プロセッ
サ２１は、入力デバイス４８及びドライバコントローラ２９にも接続される。ドライバコ
ントローラ２９はフレームバッファ２８とアレイドライバ２２とに結合されて、そのアレ
イドライバ２２はディスプレイアレイ３０に結合される。電源５０は、特定のディスプレ
イデバイス４０の設計により必要とされるような全ての構成要素に電力を供給することが
できる。
【０１７２】
　ネットワークインターフェース２７は、アンテナ４３及び送受信機４７を含み、ディス
プレイデバイス４０が、ネットワーク上の一つ以上のデバイスと通信できるようにする。
ネットワークインターフェース２７は、例えばプロセッサ２１のデータ処理要求を軽減す
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るようにある程度の処理性能も有し得る。アンテナ４３は、信号を送受信する。一部実施
形態では、アンテナ４３は、ＩＥＥＥ　１６．１１規格（ＩＥＥＥ　１６．１１（ａ）、
（ｂ）、（ｇ）を含む）又はＩＥＥＥ　８０２．１１規格（ＩＥＥＥ　８０２．１１ａ、
ｂ、ｇ、ｎを含む）に準拠したＲＦ信号を送受信する。他の一部実施形態では、アンテナ
４３は、ＢＬＵＥＴＯＯＴＨ（登録商標）規格に準拠したＲＦ信号を送受信する。携帯電
話の場合、アンテナ４３は、ＣＤＭＡ（ｃｏｄｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ
　ａｃｃｅｓｓ）、ＦＤＭＡ（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｍｕｌｔｉｐｌ
ｅ　ａｃｃｅｓｓ）、ＴＤＭＡ（ｔｉｍｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ａｃ
ｃｅｓｓ）、ＧＳＭ（登録商標）（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂｉｌｅ
　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ）、ＧＳＭ（登録商標）／ＧＰＲＳ（Ｇｅｎｅｒａｌ　
Ｐａｃｋｅｔ　Ｒａｄｉｏ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）、ＥＤＧＥ（Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｄａｔａ
　ＧＳＭ（登録商標）　Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）、ＴＥＴＲＡ（Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａ
ｌ　Ｔｒｕｎｋｅｄ　Ｒａｄｉｏ）、Ｗ‐ＣＤＭＡ（Ｗｉｄｅｂａｎｄ‐ＣＤＭＡ）、Ｅ
Ｖ‐ＤＯ（Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ　Ｄａｔａ　Ｏｐｔｉｍｉｚｅｄ）、１ｘＥＶ‐ＤＯ、Ｅ
Ｖ‐ＤＯ　Ｒｅｖ　Ａ、ＥＶ‐ＤＯ　Ｒｅｖ　Ｂ、ＨＳＰＡ（Ｈｉｇｈ　Ｓｐｅｅｄ　Ｐ
ａｃｋｅｔ　Ａｃｃｅｓｓ）、ＨＳＤＰＡ（Ｈｉｇｈ　Ｓｐｅｅｄ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　
Ｐａｃｋｅｔ　Ａｃｃｅｓｓ）、ＨＳＵＰＡ（Ｈｉｇｈ　Ｓｐｅｅｄ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｐ
ａｃｋｅｔ　Ａｃｃｅｓｓ）、ＨＳＰＡ＋（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｈｉｇｈ　Ｓｐｅｅｄ　Ｐ
ａｃｋｅｔ　Ａｃｃｅｓｓ）、ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）、Ａ
ＭＰＳ、又は、例えば３Ｇや４Ｇ技術を用いたシステム等のワイヤレスネットワーク内の
通信に使用される他の既知の信号を受信するように設計される。送受信機４７は、アンテ
ナ４３から受信した信号を前処理することができて、その信号が、プロセッサ２１によっ
て受信されて更に操作されるようにする。また、送受信機４７は、プロセッサ２１から受
信した信号を処理することもできて、その信号が、アンテナ４３を介してディスプレイデ
バイス４３から送信されるようにする。
【０１７３】
　一部実施形態では、送受信機４７を受信機に置換し得る。また、一部実施形態では、ネ
ットワークインターフェース２７を、プロセッサ２１に送信される画像データを記憶又は
発生させることができる画像ソースに置換し得る。プロセッサ２１は、ディスプレイデバ
イス４０の動作全体を制御し得る。プロセッサ２１は、ネットワークインターフェース２
７又は画像ソースから例えば圧縮画像データ等のデータを受信して、そのデータを、生の
画像データ、又は生の画像データへと簡単に処理されるフォーマットへと処理する。プロ
セッサ２１は、処理されたデータを、ドライバコントローラ２９又は記憶用のフレームバ
ッファ２８に送信し得る。生データとは典型的に、画像内の各位置における画像特性を識
別する情報のことを称する。例えば、そのような画像特性として、色、彩度、グレイスケ
ールレベルが挙げられる。
【０１７４】
　プロセッサ２１は、ディスプレイデバイス４０の動作を制御するためのマイクロコント
ローラ、ＣＰＵ、又は論理ユニットを含み得る。調整ハードウェア５２は、信号をスピー
カ４５に送信し、また、マイク４６から信号を受信するために、アンプ及びフィルタを含
み得る。調整ハードウェア５２は、ディスプレイデバイス４０内部の個別部品であり得て
、または、プロセッサ２１又は他の構成要素内に組み込まれ得る。
【０１７５】
　ドライバコントローラ２９は、プロセッサ２１が発生させた生の画像データを、プロセ
ッサ２１から直接又はフレームバッファ２８から受け取って、アレイドライバ２２への高
速伝送のために、その生の画像データを再フォーマットし得る。一部実施形態では、ドラ
イバコントローラ２９は、生の画像データを、ラスタ状フォーマットを有するデータフロ
ーに再フォーマットし得て、そのデータフローがディスプレイアレイ３０にわたる走査に
適したタイムオーダを有するようにする。そして、ドライバコントローラ２９は、フォー
マットされた情報をアレイドライバ２２に送信する。例えばＬＣＤコントローラ等のドラ
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イバコントローラ２９は、スタンドアローン型集積回路（ＩＣ，ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　
ｃｉｒｃｕｉｔ）としてシステムプロセッサ２１に付随することが多いが、このようなコ
ントローラは、多様な方法で実現され得る。例えば、コントローラは、ハードウェアとし
てプロセッサ２１に実装されるか、ソフトウェアとしてプロセッサ２１に実装されるか、
又はアレイドライバ２２と共にハードウェア内に完全に集積され得る。
【０１７６】
　アレイドライバ２２は、フォーマットされた情報をドライバコントローラ２９から受信
して、ビデオデータを、並列な組の波形に再フォーマットすることができて、その並列な
組の波形は、一秒当たり何度も、数百、場合によっては数千（又はそれ以上）のリード（
ディスプレイの画素のｘ‐ｙマトリクスから来る）に印加される。
【０１７７】
　一部実施形態では、ドライバコントローラ２９、アレイドライバ２２及びディスプレイ
アレイ３０は、本願で説明されるあらゆる種類のディスプレイに適したものである。例え
ば、ドライバコントローラ２９は、従来のディスプレイコントローラ又は双安定ディスプ
レイコントローラ（例えば、ＩＭＯＤコントローラ）であり得る。また、アレイドライバ
２２は、従来のドライバ又は双安定ディスプレイドライバ（例えば、ＩＭＯＤディスプレ
イドライバ）であり得る。更に、ディスプレイアレイ３０は、従来のディスプレイアレイ
又は双安定ディスプレイアレイ（例えば、ＩＭＯＤのアレイを含むディスプレイ）であり
得る。一部実施形態では、ドライバコントローラ２９は、アレイドライバ２２と集積され
得る。このような実施形態は、携帯電話、腕時計、及び小型ディスプレイ等の高集積シス
テムにおいて有用となり得る。
【０１７８】
　一部実施形態では、入力デバイス４８は、使用者がディスプレイデバイス４０の動作を
制御することができるように構成され得る。入力デバイス４８は、キーパッド（例えばＱ
ＷＥＲＴＹキーボードや電話のキーパッド等）、ボタン、スイッチ、ロッカー、タッチス
クリーン、又は圧力感知若しくは熱感知膜を含み得る。マイク４６は、ディスプレイデバ
イス４０用の入力デバイスとして構成され得る。一部実施形態では、マイクロ４６を介し
た音声命令を用いて、ディスプレイデバイス４０の動作を制御することができる。
【０１７９】
　電源５０は、多様なエネルギーストレージデバイスを含み得る。例えば、電源５０は、
充電式バッテリ（例えばニッケルカドミウムバッテリやリチウムイオンバッテリ等）であ
り得る。充電式バッテリを用いた実施形態では、充電式バッテリは、例えばコンセント又
は光起電デバイス若しくはアレイからの電力を用いて充電可能である。代わりに、充電式
バッテリは非接触式で充電可能である。また、電源５０は、再生可能エネルギー源、キャ
パシタ、太陽電池（プラスチック太陽電池や太陽電池ペイント等）でもあり得る。また、
電源５０は、コンセントから電力供給されるようにも構成可能である。
【０１８０】
　一部実施形態では、制御プログラム可能性は、電子ディスプレイシステム内の複数箇所
に配置可能なドライバコントローラ２９内に在る。他の一部実施形態では、制御プログラ
ム可能性はアレイドライバ２２内に在る。上述の最適化は、あらゆる数のハードウェア及
び／又はソフトウェア構成要素及び多様な構成において実施可能である。
【０１８１】
　本願で開示される実施形態に関して説明される多様で例示的な論理、論理ブロック、モ
ジュール、回路、アルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータソフトウェ
ア、又は両者の組み合わせとして実施され得る。ハードウェア及びソフトウェアの可換性
は、一般的にその機能性に関して説明され、上述の多様で例示的な構成要素、ブロック、
モジュール、回路及びステップにおいて説明されている。このような機能性がハードウェ
アにおいて実施されるかソフトウェアにおいて実施されるのかは、具体的な応用と、シス
テム全体に課せられる設計の制約に依存する。
【０１８２】
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　本願で開示される側面に関して説明される多様で例示的な論理、論理ブロック、モジュ
ール、回路を実施するために用いられるハードウェア及びデータ処理装置は、本願で説明
される機能を実施するように設計された汎用の単一又はマルチチッププロセッサ、ＤＳＰ
（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）、ＡＳＩＣ（ａｐｐｌｉｃａｔ
ｉｏｎ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ）、ＦＰＧＡ（ｆｉ
ｅｌｄ　ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｇａｔｅ　ａｒｒａｙ）、他のプログラマブル論理
デバイス、個別ゲート又はトランジスタ論理、個別ハードウェア部品、又はこれらの組み
合わせを用いて、実施又は実行され得る。汎用プロセッサは、マイクロプロセッサ、又は
従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、又は状態機械であり得る。ま
た、プロセッサは、複数の計算デバイスの組み合わせ（例えば、ＤＳＰとマイクロプロセ
ッサの組み合わせ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコアと組み合わせた一つ以上のマ
イクロプロセッサ、このような他の構成）としても実施可能である。一部実施形態では、
特定のステップ及び方法が、所定の機能専用の回路によって実行され得る。
【０１８３】
　一以上の側面において、説明される機能が、ハードウェア、デジタル電子回路、コンピ
ュータソフトウェア、ファームウェア（本明細書で開示される構造、その等価な構造物、
又はそれらの組み合わせを含む）において実施され得る。本明細書で説明される主題の実
施形態は、データ処理装置によって実行される又はその動作を制御するコンピュータスト
レージ媒体に実装された一つ以上のコンピュータプログラム（つまり、コンピュータプロ
グラム命令の一つ以上のモジュール）としても実施され得る。
【０１８４】
　本願で説明される実施形態の多様な修正が当業者には明らかであり、本願で定められる
一般原理は、本願の精神又は範囲を逸脱せずに他の実施形態に適用可能である。従って、
特許請求の範囲は、本明細書に示された実施形態に限定されるものではなく、本明細書で
開示される開示、原理及び新規特徴と矛盾しない最も広範な範囲に従うものである。“例
示的”との用語は、本願において専ら、“例となる”ことを意味するものである。また、
“例示的”に本明細書で説明される実施形態は、必ずしも他の可能性又は実施形態に対し
て好ましいものであったり有利であったりするものではない。また、　“上”及び“下”
との用語が図面を簡単に説明するために使われることがあるものであって、適当な向きの
ページに対する図面の位置に対応する相対的な位置を示すものであって、実施されるよう
なＩＭＯＤの適当な向きを反映しないことがある点を当業者は理解されたい。
【０１８５】
　別々の実施形態に関連して本明細書で説明される具体的な図面は、単一の実施形態にお
いて組み合わせ実施され得る。逆に、単一の実施形態に関連して説明される多様な図面は
、複数の実施形態において別々に実施されたり、適切な部分組み合わせで実施されたりし
得る。更に、特徴が、特定の組み合わせにおいて作用するものとして上記で説明されたり
、そのようなものとして特許請求されたりし得るが、場合によっては、特許請求される組
み合わせからの一つ以上の特徴が、その組み合わせから削除され得て、特許請求される組
み合わせが、一部組み合わせ、又は一部組み合わせのバリエーションを対象とし得る。
【０１８６】
　同様に、動作は図面において特定の順番で示されているが、これは、所望の結果を得る
ためには、そのような動作を図示される特定の順番又は逐次的な順番で実施しなければな
らないと理解されるものではなく、全ての図示された動作を行わなければならないと理解
されるものでもない。更に、図面は、流れ図において一つ以上の例示的なプロセスを概略
的に示したものであり得る。しかしながら、示されていない他の動作が、概略的に示され
た例示的プロセスに組み込まれ得る。例えば、一つ以上の追加動作が、図示されたいずれ
かの動作の前、後、同時、又は間に実行され得る。場合によっては、マルチタスク及び並
列処理が有利となり得る。更に、上述の実施形態における多様なシステムコンポーネント
の分離は、そのような分離が全ての実施形態において必要であると理解されるものではな
く、説明されたプログラムコンポーネント及びシステムは一般的に、単一のソフトウェア
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製品内に互いに統合されるか、又は複数のソフトウェア製品内にパッケージングされ得る
。また、他の実施形態も、特許請求の範囲内に存在する。場合によっては、特許請求の範
囲内の動作が、異なる順番で実行可能であり、それでも所望の結果が達成される。
【符号の説明】
【０１８７】
　１２００　アナログ干渉変調器
　１２０２　上部電極
　１２０６　中間電極
　１２１０　下部電極
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【図４２Ｂ】

【手続補正書】
【提出日】平成25年3月21日(2013.3.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスプレイ内のアナログ干渉変調器を較正する方法であって、
　第一の電極及び第二の電極にわたって較正電圧を印加して、前記第一の電極と前記第二
の電極との間のギャップ内に電場を生成して、前記ギャップ内に位置して且つ機械的復元
力を受けている第三の電極を前記第一の電極に向けて電気的に絶縁された第一の位置から
電気的に接続された第二の位置に移動させるステップと、
　前記第一の電極に電気的に接続された一つ以上の導電性ポストに前記第三の電極を電気
的に接続して、前記第三の電極が前記第二の位置にある際に、前記第三の電極の機械的復
元力が前記第三の電極の電場力を超えるまで、前記第三の電極上の電荷を変更して、前記
第三の電極を、前記第二の位置よりも前記第一の電極から離れていて且つ電気的に絶縁さ
れた第三の位置に移動させるステップとを備えた方法。
【請求項２】
　前記第一の電極が上部電極と、前記上部電極に対して横方向に整列された相補電極とを
含み、前記方法が、前記相補電極を前記上部電極に電気的に接続して、複合電極を形成す
るステップを更に含み、前記較正電圧を印加することが、前記複合電極及び前記第二の電
極にわたって較正電圧を印加することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
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　前記相補電極を前記上部電極に電気的に接続することが、一つ以上のスイッチを閉じて
前記相補電極を前記上部電極に接続することを含む、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記複合電極及び前記第二の電極が実質的に同じ表面積を有し、前記複合電極と前記第
二の電極との間に生成される電場が均一である、請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　前記相補電極が、前記上部電極に電気的に接続される前に、接地されている、請求項２
に記載の方法。
【請求項６】
　前記電荷を変更することが、前記第三の電極が前記第二の位置にある際に、一つ以上の
導電性ポストを介して前記第三の電極上の電荷を散逸させることを含む、請求項２に記載
の方法。
【請求項７】
　前記ディスプレイ内のアナログ干渉変調器のアレイ内に配置された複数のアナログ干渉
変調器を較正するステップを更に備えた請求項２に記載の方法。
【請求項８】
　前記アレイ内の複数のアナログ干渉変調器にわたって散逸電圧を印加して、前記アレイ
内の複数のアナログ干渉変調器の各々の第三の電極から電荷を散逸させて、前記第三の電
極を電荷中性にするステップを更に備えた請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記上部電極から前記相補電極を電気的に絶縁するステップと、前記複数のアナログ干
渉変調器の各々において前記相補電極を接地するステップと、前記複数のアナログ干渉変
調器の各々の上部電極及び第二の電極にわたって帯電作動電圧を印加するステップとを更
に備えた請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第三の電極上の電荷を変更することが、前記第三の電極が前記第二の位置にある際
に、前記一つ以上の導電性ポストを介して前記第三の電極上の電荷を散逸させることを含
み、前記一つ以上の導電性ポストが、前記一つ以上の導電性ポストを流れる電流を減少さ
せるように構成された抵抗素子を介して前記第一の電極に電気的に接続される、請求項１
に記載の方法。
【請求項１１】
　前記第二の電極が前記第一の電極よりも大きい表面積を有し、前記第一の電極と前記第
二の電極との間に生成される電場が不均一である、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記ディスプレイ内のアナログ干渉変調器のアレイ内に配置された複数のアナログ干渉
変調器を較正するステップを更に備えた請求項１から１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記アレイ内の複数のアナログ干渉変調器にわたって散逸電圧を印加して、前記アレイ
内の複数のアナログ干渉変調器の各々の第三の電極から電荷を散逸させて、前記第三の電
極を電荷中性にするステップを更に備えた請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記複数のアナログ干渉変調器の各々の第一の電極及び第二の電極にわたって帯電作動
電圧を印加して、前記第一の電極と前記第二の電極との間のギャップ内に不均一な電場を
生成するステップを更に備え、前記較正電圧が前記帯電作動電圧よりも小さい、請求項１
２に記載の方法。
【請求項１５】
　光を変調するためのデバイスであって、
　前記デバイスがディスプレイ素子を備え、前記ディスプレイ素子が、
　　第一の電極と、
　　ギャップによって前記第一の電極から離隔された第二の電極と、
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　　前記第一の電極に対して横方向に整列された相補電極と、
　　前記相補電極に配置された少なくとも一つの電気コンタクトと、
　　前記第一の電極と前記第二の電極との間に配置された可動性の第三の電極とを備え、
　前記第一の電極及び前記第二の電極が、作動プロセス中に前記第一の電極及び前記第二
の電極にわたって作動電圧が印加された際に、前記第一の電極と前記第二の電極との間に
不均一な電場を生成するように構成されていて、
　前記相補電極が、前記作動プロセス中に前記第一の電極から電気的に絶縁され、較正プ
ロセス中に前記第一の電極に電気的に接続されて複合電極を形成するように構成されてい
て、前記複合電極及び前記第二の電極が、前記較正プロセス中に前記複合電極及び前記第
二の電極にわたって較正電圧が印加された際に、前記複合電極と前記第二の電極との間に
均一な電場を生成するように構成されていて、
　前記第三の電極が、電気的に絶縁された第一の位置と、前記少なくとも一つの電気コン
タクトと電気的に導通した第二の位置と、電気的に絶縁された第三の位置との間で前記ギ
ャップ内を移動するように構成されていて、
　前記電気コンタクトが、前記第三の電極が前記第二の位置にある際に前記第三の電極上
の電荷を変更するように構成されていて、前記第三の電極が、前記第三の電極上の電荷が
変更された後に前記第三の位置に移動するように構成されている、デバイス。
【請求項１６】
　前記少なくとも一つの電気コンタクトが、前記相補電極に電気的に接続された一つ以上
の導電性ポストを含む、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項１７】
　前記第三の電極が、前記作動プロセス中に前記不均一な電場に応答して前記第二の位置
に移動するように構成されている、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項１８】
　前記第三の電極が、前記較正プロセス中に前記均一な電場に応答して前記第二の位置に
移動するように構成されている、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項１９】
　前記第三の電極が、前記作動プロセス中に前記第一の位置から前記第二の位置に移動し
、前記第二の位置から前記第三の位置に移動するように構成されている、請求項１５に記
載のデバイス。
【請求項２０】
　前記第三の電極が、前記較正プロセス中に前記第三の位置から前記第二の位置に移動し
、前記第二の位置から前記第三の位置に移動するように構成されている、請求項１５に記
載のデバイス。
【請求項２１】
　前記第三の電極が、前記第三の電極が前記第一の位置にある際に、正味中性の電荷を有
するように構成されている、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項２２】
　前記作動プロセス中に前記相補電極が前記第一の電極から電気的に絶縁される際に、前
記相補電極が接地され、前記相補電極が、前記較正プロセス中にスイッチを介して前記第
一の電極に電気的に接続される、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項２３】
　複数のディスプレイ画素を含むディスプレイと、
　前記ディスプレイと通信して画像データを処理するように構成されたプロセッサと、
　前記プロセッサと通信するように構成されたメモリデバイスとを更に備えた請求項１５
から２２のいずれか一項に記載のデバイス。
【請求項２４】
　前記ディスプレイに少なくとも一つの信号を送信するように構成されたドライバ回路を
更に備えた請求項２３に記載のデバイス。
【請求項２５】
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　前記画像データの少なくとも一部を前記ドライバ回路に送信するように構成されたコン
トローラを更に備えた請求項２４に記載のデバイス。
【請求項２６】
　前記コントローラが、前記較正プロセス中に前記複合電極及び前記第二の電極にわたっ
て前記較正電圧を印加するように構成されている、請求項２５に記載のデバイス。
【請求項２７】
　前記画像データを前記プロセッサに送信するように構成された画像ソースモジュールを
更に備えた請求項２３に記載のデバイス。
【請求項２８】
　前記画像ソースモジュールが、受信機、送受信機及び送信機のうち少なくとも一つを含
む、請求項２７に記載のデバイス。
【請求項２９】
　入力データを受信して前記入力データを前記プロセッサに送信するように構成された入
力デバイスを更に備えた請求項２３に記載のデバイス。
【請求項３０】
　光を変調するためのデバイスであって、
　前記デバイスがディスプレイ素子を備え、前記ディスプレイ素子が、
　　不均一な電場を生成するための手段と、
　　均一な電場を生成するための手段と、
　　ギャップを形成する第一の電極と第二の電極との間に配置された可動電極であって、
電気的に絶縁された第一の位置と、第二の位置と、電気的に絶縁された第三の位置との間
で前記ギャップ内を移動するように構成された可動電極と、
　　前記可動電極が前記第二の位置にある際に前記可動電極上の電荷を変更するための手
段とを備えた、デバイス。
【請求項３１】
　前記不均一な電場を生成するための手段が前記第一の電極及び前記第二の電極を含み、
前記第一の電極及び前記第二の電極が異なる表面積を有する、請求項３０に記載のデバイ
ス。
【請求項３２】
　前記均一な電場を生成するための手段が前記第一の電極及び前記第二の電極を含み、前
記第一の電極が相補電極に電気的に接続された上部電極を含み、前記相補電極が前記上部
電極に対して横方向に整列されている、請求項３０又は３１に記載のデバイス。
【請求項３３】
　前記電荷を変更するための手段が少なくとも一つの電気コンタクトを含む、請求項３０
に記載のデバイス。
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